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第１章 災害予防計画 

 

風水害等災害予防計画は、災害の発生を未然に防止するために、治山治水事業等による市土の保全、

防災に関する教育訓練の実施、災害用食料・物資資材の備蓄、気象・水防・消防・救助救急施設の整備、

火災予防及びその他災害への予防対策について定め、その実施を図るものとする。 

 

第１節 治山治水計画                               
 

１ 治山事業  

 

⑴ 現況 

市における森林面積（２０１０年世界農林業センサスによる）は、市域総面積８,６１７ha の１

６％に相当する１,３７６ha で、内訳は国有林３ha、民有林１,３７４ha となっており、森林のも

つ多面的役割はますます重要視されている。しかしながら、毎年襲来する台風、集中豪雨等により

林地崩壊が多発し、多大な被害を及ぼしている。 

 

⑵ 土砂災害警戒区域等 

平成２６年度末時点における土砂災害警戒区域は３２箇所（急傾斜地の崩壊は２９箇所、土石流

は１箇所、地すべり地域２箇所）となっている。（資料編参照） 

 

⑶ 対策 

県は、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定により、地域森林計画を定め計

画的に事業を推進する。特に、以下の事項に重点を置き、緊急かつ計画的に実施することとされて

おり、市は必要に応じて、県に協力する。 

① 保安林の浸食防止及び強化 

② 森林の水源かん養機能の強化 

③ 山地災害危険地対策 

④ 生活環境保全林の整備強化 
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２ 治水事業  

市域には２級河川として２水系（天願川水系、石川川水系）３河川（天願川、川崎川、石川川）が

指定されている。これらの河川流域は、近年、開発が著しいため、流出率の増大や保水力の低下等、

流域条件が変化し、大雨時の浸水被害も増大しつつある。 

このため、以下の事業を推進し、河川に係る災害防止を図るものとする。 

 

⑴ 危険区域 

水防法第１４条に基づき、県知事は、水防法第１３条第２項の規定により指定した河川について、

洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水災による被害の軽減を図るため、当該河川の洪水防御に

関する計画の基本となる降雨により、当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定

区域として指定・公表することとしており、市において、下記河川が対象となっている。 

 

河川・水系 

 

浸   水   想   定   区   域 

指 定 ・ 公 表 の 状 況
 指 定 ・ 公 表 

（ 河 川 管 理 者 ） 

天 願 川 平成２０年３月２８日指定 沖 縄 県 知 事 

※ 浸水想定区域の範囲は、資料編の浸水想定区域図のとおりである。 

 

⑵ 対策 

浸水想定区域内において、地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（以下「地下街

等」という。）又は高齢者、障がい者、外国人、乳幼児及び妊産婦など防災上特に配慮を要する者

が利用する施設（以下「要配慮者施設等」という。）の利用者の円滑かつ迅速な避難を確保する。 

 

① 地下街等、要配慮者施設等の範囲は、次のとおりとする。 

地下街等の範囲
 

１ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条第１項の規定により、防火管

理者を定めなければならない特定防火対象物で、次に掲げるものとする。 

○ア 地階が消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）別表第１(一)項から

(四)項まで、(五)項イ、(六)項、(九)項イ又は(十三)項イに掲げる防火対

象物の用途に供されているもの 

○イ (十六の二)項 

２ その他市長が必要と認めるもの 

要配慮者施設の

範囲
 

１ 高齢者施設、保護施設、児童福祉施設、障がい児童施設等の社会福祉施設 

２ 病院、診療所等の医療施設 

３ 保育園、幼稚園、ろう学校、盲学校及び養護学校等の施設 

４ その他市長が必要と認めるもの 

 

② 洪水予報等の伝達体制の整備 

市は、前述①に規定された地下街等及び要配慮者施設等に対し、電話、ファクシミリによる洪

水予報等の伝達体制の構築を図るものとする。 

※ 伝達すべき洪水予報等とは、水位情報周知河川における特別警戒水位伝達情報とする。 
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③ 避難確保計画の作成 

前述①に規定された地下街等の所有者又は管理者は、水防法第１５条３項の規定に基づき、単

独又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、当該地下街等の利用者の洪水時の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため、必要な措置に関する計画を作成し、これを市に報告するととも

に、自ら公表しなければならない。 

 

⑶ 浸水想定区域の把握及び周知 

① 洪水予報等の伝達体制の整備 

市は、気象予報・警報等の気象情報の収集に努めるとともに、浸水想定区域住民への情報伝達

については、防災行政無線や広報車等を活用し、その体制を整備する。 

なお、要配慮者及び避難行動要支援者に対する情報伝達にも十分配慮するものとする。 

 

② 洪水時の円滑な避難の確保 

市は、浸水想定区域ごとの人口、世帯数等について、予め実態を把握し、関係住民が安全に避

難できるよう避難路、避難場所の選定をするとともに、地域住民に周知するものとする。 

なお、要配慮者及び避難行動要支援者の把握についても十分配慮するものとする。 

 

③ 洪水ハザードマップの作成・配布 

市は、県が公表している洪水氾濫時の浸水想定区域図に基づき、洪水ハザードマップを作成し、

浸水想定区域住民に配布し、防災意識の高揚を図るものとする。 
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第２節 土砂災害予防計画                             
 

１ 砂防事業  

市は県に対し、土石流による危険渓流・区域等に対処するための警戒避難基準に関する資料の提供

を求め、県と調整を図りながら警戒避難体制の整備を推進するとともに、危険度の高い区域について

は、県と協力し、砂防事業の推進を図るものとする。 

また、警戒避難基準をはじめ、日頃から土石流に関する情報収集・伝達、日常の防災活動、降雨時

の対処等について、地域住民への周知を図るものとする。 

なお、市の土石流危険予想区域は資料編のとおりである。 

 

２ 地すべり対策  

現在及び過去において、地すべりのあった箇所又は将来地すべりの発生が予想される区域について

は、県と協力し、早急に地すべり防止区域の指定を促進し、行為の制限を行うとともに滑動状況及び

その原因を調査研究して適切な地すべり対策工事の実施に努めるものとする。 

なお、市の地すべり危険予想箇所は資料編のとおりである。 

 

３ 急傾斜地崩壊防止事業  

市における「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」による区域指定は、危険度の高い３

箇所にとどまっているが、今後県と協力してその他の箇所も危険度の高い順に指定を行い、災害未然

防止のための対策工事等の実施に努める。 

なお、市の急傾斜地崩壊危険箇所については資料編のとおりである。 

 

４ 土砂災害警戒区域指定（警戒避難体制の整備）  

土砂災害防止法（第７条）に基づき、県知事により指定を受けた土砂災害警戒区域については、警

戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集、予報警報の伝達、避難、救助その他当該警戒区域におけ

る土砂災害による人的被害を防止するために必要な避難体制等に関する事項を定めるものとする。 

また、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩落等のおそれがある場合の避難場所に関す

る事項、その他警戒区域における円滑な避難が行われるために必要な事項について、ハザードマップ

等により市民に周知するものとする。 

なお、警戒区域内に要配慮者施設がある場合は、施設ごとに土砂災害に関する情報の収集、予報警

報の伝達、避難、救助その他当該警戒区域における土砂災害による人的被害を防止するために必要な

避難体制等に関する事項を定める。 
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５ 警戒避難体制の整備  

土砂災害には、崖崩れ、山崩れ、地すべり、土石流などの種類があり、これらの危険予想地域には

台風や集中豪雨、地震等によって大きな被害を受けることが考えられ、地域ぐるみの十分な注意が必

要となる。 

市には、土石流や地すべりによる危険、又は急傾斜地による崩壊危険予想及び指定区域があり、今

後その他の危険が予想される区域調査と現況把握に努め、対策事業の指定を推進するとともに、警戒

避難体制を定めて被害を軽減し、市民等の安全を図るものとする。 

 

⑴ 危険区域の概要 

市の土砂災害に関する危険予想箇所及び指定区域は、「資料編」のとおりであり、その対策・体

制づくりとともに今後予想される危険区域の把握と周知に努めるものとする。 

 

⑵ 組織及び所掌事務 

土砂災害防止体制は「本編 第２章 第１節 組織計画」に基づき、各班が緊密な連係のもとに

危険区域の総合的な応急対策を実施する。 

 

⑶ 情報の収集及び伝達 

 

実 施 項 目 実  施  内  容 

① 情報伝達の方法 

気象予報・警報等及び危険区域の状況等、災害応急対策に必要な情報の

収集及び伝達は、「本編 第２章 第２節 気象警報等の伝達計画」、「本編 

第２章 第４節 災害状況等の収集・伝達計画」及び「本編 第２章 第

５節 災害広報計画」により、迅速かつ確実に行うものとする。 

なお、危険区域の情報の内容は急傾斜地の地表水、わき水、亀裂、樹木

等の傾倒、人家等の損壊、住民及び滞在者の数等を報告するものとする。 

② 危険区域の情報 

連絡員 

 危険区域の異常現象及び災害情報を迅速に把握するため、地元自治会の

連絡員と密接な連絡をとるものとする。 

 

⑷ 危険区域における警戒体制 

①� 危険区域の警戒及び巡視 

危険区域の警戒及び巡視は、建設対策部土木班、消防対策部消防班により行うものとする。 

 

② 警戒体制の設置基準 

沖縄気象台による気象特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報の発表を基準に、危険区域

の警戒体制をとるものとする。 
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区 分 基  準  雨  量  等 

第１警戒体制
 

土砂災害 

警戒情報 

気象庁が作成する降雨予測に基づいて所定の監視基準に

達したとき 

第２警戒体制
 

大雨等の 

特別警報 

台風や集中豪雨により、数十年に一度の降雨量となる大雨

が予想されるとき 

 

③ 警戒体制の活動内容 

警戒体制別 活  動  内  容 

第１警戒体制
 必要に応じて危険区域の警戒、巡視及び避難準備を行なうように広報

するものとする。 

第２警戒体制
 市民等に対し、警告及び事前措置の伝達（基本法第５６条）、避難指

示（同法第６０条）等の処置を行うものとする。 

 

６ 避難の措置  

災害から市民を保護するため避難の必要が生じた場合は、「第２編 地震・津波編 第２章 第８

節 避難計画」により避難の勧告・指示等の処置を行うものとする。 
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第３節 高潮等災害予防計画                            
 

住宅地及び主要農耕地区では、護岸又は堤防が既成しているが、なかには保全施設として不十分なも

のがあり、施設の改築、補強等機能の強化を図る必要があることから、市は、県と協力し、海岸保全事

業の促進を図るものとする。 

なお、市の海岸保全区域は資料編のとおりである。 

 

１ 高潮防災施設の整備  

 

⑴ 現況 

沿岸に位置する住宅地や産業地域では、海岸護岸は既成しているが、なかには防護機能が不十分

なものや老朽化している施設があり、老朽海岸施設の老朽度について点検等を行い、特に重要な施

設から老朽化海岸施設の改修等を計画的に推進する必要がある。 

また、台風の規模や進路などの気象条件によっては宅地や農耕地等に大きな被害をもたらしてお

り、海岸保全施設の整備を促進する必要がある。 

 

⑵ 危険区域 

高潮等の危険が予想される区域は、沖縄県水防計画に定める「重要水防区域内で危険と予想され

る区域（海岸）」のとおりである。 

特に、市では、石川地区、中城湾港新港地区、平安座島の広い範囲で浸水が想定されているため、

注意する必要がある。 

 

⑶ 対策 

以下の対策について、県と協力して取り組む。 

① 海岸を防護するため、管理又は海岸法第２条の海岸保全施設の必要な海岸について同法第３条

の海岸保全区域の指定を促進する。 

② 施設の改築や補強により既存保全施設の機能の強化を図る。 

③ 海岸と海岸付近の各施設（河川施設・港湾施設・漁港施設）との連携や利用面等に考慮して、

防護を必要とする区域の海岸保全施設の整備を促進する。 

④ 高潮防災施設の適切な点検・管理を行う。 

⑤ 越流した水が長時間背後地に湛水するおそれがある地区について、背後地の内水対策を行う。 

⑥ コンテナ等の野外蔵置貨物の流出防止対策を行う。 

 

２ 警戒避難体制の整備  

市は、津波・高潮ハザードマップ作成マニュアル（内閣府ほか、平成 16 年）等を活用して、高潮

避難計画を検討し、高潮ハザードマップの作成・普及を実施する。 
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第４節 建築物等災害予防計画                           
 

本計画は、風水害、地震、大火災等による建造物の災害を防御するため、下記項目について防災建造

物の建設を促進し、建造物被害の減少を図るものとする。 

 

１ 市街地再開発対策  

市は、市街地における延焼火災等の防止を図るとともに、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市

機能の更新を図るため、密集市街地の再開発を検討する。 

 

２ 不燃、耐風耐震性建築物の促進対策  

公共物、一般住宅の新築、改築、増改築等における建築物の耐震及び不燃化等について、各種制度

の説明を行い、技術的相談に応ずる等、不燃化、耐風耐震性のある建造物の建築を促進するよう指導

する。 

また、老朽家屋等を調査し、災害時の対応方法や改築等の技術的相談体制を図るものとする。 

 

３ 公共建築物の耐風及び耐火対策  

公共建築物のうち老朽化施設については、建替え又は補強等による耐風、耐水、耐浪及び耐火対策

を推進するものとする。 

特に、体育館や公民館等、災害時の避難場所となる公共施設については、開口部への雨戸設置、屋

根の飛散防止等、耐風対策や耐震補強工事などを優先的に行うよう努めるものとする。 

 

４ 公共建築物の定期点検及び定期検査  

公共建築物に対する定期的な点検及び検査を、県と調整を図りながら実施し、防火・避難等の機能

を確保するものとする。 
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第５節 火災予防計画                               
 

市の火災予防として、市消防及び各機関、団体等との総合的な対策・体制整備を図るものとする。 

 

１ 消防力・消防体制等の拡充強化  

 

⑴ 消防教育訓練の充実強化 

「消防教育訓練計画」に基づき消防職員、消防団員及び消防関係者の資質向上を図る。 

 

⑵ 消防制度等の確立 

市における消防計画、消防相互応援協定等の効率的運用を推進する。 

 

⑶ 消防体制の充実・指導 

市において、消防体制の拡充及び消防団の体制強化を図るものとする。 

また、多くの人が出入り又は勤務する施設（学校、ホテル、大型店舗、工場、事業所、危険物関

係施設等）において、自衛消防隊（自主防災組織等）の結成及び消防訓練計画、消防用設備の指導

を行うとともに、訓練の実施を図るものとする。 

さらに、防火ビラの配布、講演会、その他防火行事を通じて防火思想の普及高揚を図る。 

 

⑷ 消防施設・設備の整備促進 

消防水利及び消防車両等の整備促進を図る。 

 

２ 消防施設の整備拡充  

⑴ 消防水利の多様化 

防火水槽、耐震性貯水槽の整備、海水、河川水等の自然水利の活用、学校のプールやため池等の

指定消防水利としての活用により、消防水利の多様化を図るとともに、その適正な配置に努めるも

のとする。 

 

⑵ 伝達系統の整備 

防災行政無線及び消防救急無線のデジタル化等の通信施設を含む情報収集機器・体制等、伝達系

統の整備拡充を図る。 

 

３ 火災発生の未然防止  

⑴ 火災警報の発令 

市長は、消防法第２２条に基づき、沖縄気象台が発表した火災気象通報を沖縄県知事（防災危機

管理課）から受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、火災に関す

る警報を発することができる。 

 

⑵ うるま市火災予防条例による火の使用制限 

市長が前項の警報を発したときは、当該警報が解除されるまでの間、本市の区域内にある者は、

うるま市火災予防条例で定める火の使用制限に従わなければならない。 
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第６節 林野火災予防計画                             
 

林野火災の原因として、タバコやたき火等の火の不始末が多いことが挙げられる。 

ひとたび山林・原野の火災が発生すると、地理的条件や気象状況等によってはその消火活動は極めて

困難となり、人命を奪う危険性や人家への延焼等、大きな被害に発展する可能性がある。 

また、森林資源の貴重な財産としての面からも、林野火災防止について万全の対策を図るものとする。 

林野火災を予防、警戒及び鎮圧して、火災による被害の拡大防止を図るため、「沖縄県地域防災計画」

に準じながら対策を図るものとする。 

 

１ 林野火災対策の推進  

⑴ 県、消防機関及び林野行政機関、自衛隊、警察、その他関係機関で構成する林野火災対策推進協

議会を設置して、総合的な林野火災対策の連絡調整を図るとともに、林野火災総合訓練等の本市域

内での計画推進体制を確立する。 

 

⑵ 市消防においては、延焼範囲が拡大し、広域にわたる消防活動を行う場合の消防機関相互間の指

揮統制及び情報連絡体系など、林野火災消防活動計画の整備を図る。 

 

２ 出火防止対策  

⑴ 標識 

市、県及び森林管理署等は、山火事や林野火災の防止のため、火災防止の標柱・標識等の設置に

努めるものとする。 

 

⑵ 焼払い等火入れの指導 

市は、関係する機関や団体と連携し、農作業において、サトウキビ葉等の焼払いにおける適正な

火入れの指導を実施する。 

また、強風・乾燥時における火気の取扱いについても指導を強化する。 

 

⑶ 森林法等に基づく規制措置 

市及び森林管理署は、森林又はこれに近接している土地において、火入れについての森林法等に

基づく規制措置の適正な実施を確保するための指導強化を図る。 

 

⑷ 出火防止策と火入れの中止 

市及び市消防は、火入れに際しての消火設備、監視員の配置、防火線の設定等についての指導を

はじめ、火災予防上危険な気象状況時の火入れ中止の指導等を徹底する。 
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３ 林野火災対策用資機材の整備と操法訓練  

 

⑴ 林野火災対策用資機材整備 

市消防は、県及び関係機関と調整しながら、林野火災対策用資機材の整備に努める。 

 

⑵ 空中消火資機材の操法訓練 

市消防は、県など関係機関共同で行う林野火災用空中消火資機材の操法訓練等に参加し、広域な

林野火災時に備えるものとする。 
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第７節 危険物等災害予防計画                           
 

１ 危険物等災害予防計画  

危険物による災害の発生及び拡大を防止するため、事業所における保安体制の強化、法令の規定す

る基準の遵守を徹底するとともに、保安教育及び訓練の徹底並びに防災思想の普及・啓発の徹底を図

るものとする。 

 

⑴ 危険物施設等に対する指導 

市消防は、消防法に規定する危険物製造所、貯蔵所及び取扱所（以下「危険物製造所等」という。）

に対し、立入検査、保安検査等を実施、法令基準の維持適合について、その確認を行うとともに、

その都度災害予防上必要な指導を行う。 

 

⑵ 危険物運搬車両に対する指導 

市消防は消防法に規定する移動タンク貯蔵所及び運搬容器積載車両の管理者及び運転者に対し、

移送・運搬及び取扱い基準の厳守、車両の火災防止及び安全運転の励行を行わせるとともに、必要

に応じ警察官と協力して路上取締りを実施し、運転者への直接指導を行う。 

 

⑶ 保安教育の実施 

危険物製造所等の管理者及び監督者は、取扱者に対し、保安教育を実施するとともに、市消防は

管理者が行う保安教育について、必要な助言・指導を行う。 

 

⑷ 危険物製造所等の予防対策 

危険物製造所等の管理者は、防災体制の整備確立及び危険物施設の管理、点検等について、次の

対策を講じ災害の予防に万全を期する。 

対 策 別 実   施   内   容 

①火災、爆発等の防止対策
 取扱う危険物等の性状、数量等を十分把握し、火災爆発防止のため

の必要な措置を講ずる。 

②危険物施設の管理、点検
 

危険物製造所等の危険物施設の維持管理が適正にできるよう、管

理・点検・巡視基準を定め、必要に応じ修正を行う等、危険物施設の

維持管理の徹底を図る。 

③保安設備の維持
 

危険物の火災、爆発、流出等に関わる保安又は防災設備について、

定期的に点検確認を行う等、常にその機能が維持されるよう必要な指

導を講ずる。 

④保安体制の整備、確立 

危険物施設等の管理者は、緊急時における保安体制の整備と市及び

市消防等に対する通報体制を確立する。 

また、移動タンク貯蔵所の管理者は、移送時における事故に対処す

るため応援要員の確保及び派遣方法を定め、あらかじめ移送経路にお

ける消防関係機関への通報先を定めておく。 

⑤従事者に対する教育訓練
 危険物施設等の管理者又は監督者は、定期的あるいは必要に応じて

教育訓練を実施し、従事者に対する保安意識の高揚を図る。 
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⑸ 化学消防機材の整備 

市消防において、化学車等の配置整備を図り、また、事業所における化学消火剤の備蓄を指導す

る。 

 

２ 毒物劇物災害予防計画   

 

⑴ 方針 

災害時に毒物劇物が流出又は散逸する等不足の事態に備えて、以下の事項の徹底を図る。 

① 毒物及び劇物の取扱状況等の把握 

② 毒物及び劇物危害防止規定の策定 

③ 定期点検及び補修の実施 

④ 安全教育及び訓練の実施 

⑤ 事故対策組織の確立 

 

⑵ 対策 

市は、災害時における毒物劇物による危害を防止するため、県による毒物劇物営業者、特定毒物

研究者及び業務上取扱者（以下「毒物劇物営業者等」という。）に対する指導等について、必要に

応じて協力する。 

① 毒物劇物営業者等に対し、常に登録基準に適合する施設を維持させる。 

② 毒物劇物によって市民の生命及び保健衛生上危害を生ずるおそれがあるときは、毒物劇物営業

者等に対し、保健所、警察署又は市消防に届出をさせるとともに、危害防止のための応急措置を

講ずるよう指導する。 

③ 毒物劇物を大量に使用する事態の現況把握に努め、これらに対する指導体制の確立を図る。 

④ 毒物劇物営業者等に対し、必要に応じて立入検査を実施し、毒物劇物の貯蔵量に対応する設備

の指導を実施する。 

⑤ 毒物劇物を業務上使用する者のうち、シアン化合物又は酸素類を大量に使用する業者及び有機

燐剤類の特定毒物営業者等に対し、特に重点的に指導を実施する。 
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第８節 上・下水道施設災害予防計画                        
 

上・下水道施設については、老朽施設・排水管・管路施設等の点検・補修、浄水場・処理場等の浸水

防止対策、耐浪化、耐風化及び停電対策を図るとともに、被災時の復旧用資機材や被災者への応急給水

施設等の整備を図る。 

 

１ 上水道施設災害予防計画  

 

⑴ 施設の防災性の強化 

水道事業者における水道施設の新設・拡張・改良等に際しては、日本水道協会発刊の「水道施設

設計指針」「水道施設耐震工法指針・解説」等により設計するほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災

害のリスク等を考慮して、系統の多重化、拠点の分散及び代替施設の確保等を図る。 

 

⑵ 広域応援体制の整備 

「沖縄県水道災害相互応援協定」による水道事業者及び水道用水供給事業者間の災害応援を円滑

に実施できるよう、実施要領の整備、資機材等の整備及び訓練等を実施する。 

 

２ 下水道施設災害予防計画  

 

⑴ 施設の強化及びバックアップ施設の整備 

市は、下水道施設の施工にあたっては、洪水・高潮等の浸水や土砂災害等のリスクを考慮すると

ともに、自家発電装置の整備（停電対策）や設備の二元化、代替施設の確保など、災害に強い下水

道の整備を図る。 

これらの整備は、「下水道危機管理マニュアル作成の手引き（日本下水道協会）」に基づいて推進

する。 

 

⑵ 広域応援体制の整備 

県は、県内の事業者間で広域の応援体制を構築するよう支援するものとされており、市は、必要

に応じて、県に要請する。 
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第９節 ガス、電力施設災害予防計画                        
 

１ 高圧ガス災害予防計画  

高圧ガスによる災害の発生及び拡大を防止するために、市は国・県・公安委員会、（一社）沖縄県

高圧ガス保安協会等と連携し、保安体制の強化とともに、「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの

保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に規定する基準の適正維持を講じ、保安管理の徹底を図

るものとする。 

 

⑴ 高圧ガス消費者における保安対策 

① 消費者への保安啓発指導を実施し、消費者の保安意識の向上を図る。 

② 消費者の保安に係る販売事業者の監督体制の強化を図る。 

 

⑵ 高圧ガス防災月間運動、高圧ガス危害予防週間の実施 

高圧ガス防災月間及び高圧ガス危害防止週間を通じ、高圧ガスの総合的安全対策を推進する。 

 

２ 電力施設災害予防計画  

沖縄電力㈱は、「第２編 地震・津波編 第２章 第３３節の１電力施設災害応急対策」に定める

地震・津波対策のほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災害や暴風等の危険性を考慮して、電力施設の安

全性確保、系統の多重化、拠点の分散及び代替施設の確保等を図り、大規模な風水害等時にも電力の

安定供給を図る施設や体制等の整備を計画的に進めること、及び、風水害の被害想定及び防災訓練の

結果等をふまえて、防災業務計画を定期的に検証し、見直しを実施することについて、県と協力して

要請する。 
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第 10 節 災害通信施設整備計画                           
 

市、県、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ及びＫＤＤI は、災害時の通信の確保を図るため、通信施設

に次の予防措置を講ずるなど、万全の措置を期するものとする。 

 

１ 市における予防計画及び情報通信機器等の充実  

市は、「第２編 地震・津波編 第２節の１地盤・土木施設等の対策の⒀通信施設災害予防計画」

に定める地震・津波対策のほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災害等の危険性や暴風等を考慮した防災

行政無線等の安全性確保、系統の多重化、拠点の分散及び代替施設の確保等を図り、大規模な風水害

等時にも重要通信を確保する施設や体制等の整備を推進する。 

 

２ ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ及びＫＤＤI における予防計画  

各通信事業者は、「第２編 地震・津波編 第２節の１地盤・土木施設等の対策の⒀通信施設災害

予防計画」に定める地震・津波対策のほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災害等の危険性や暴風等を考

慮して、通信施設の安全性確保、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の確保等を図り、大規模な風

水害等時にも重要通信を確保する施設や体制等の整備を計画的に進める。 

また、風水害等の想定、防災訓練の結果等を踏まえて、防災業務計画を定期的に検証する。 

 

３ 放送施設災害予防計画    

各放送機関は、「第２編 地震・津波編 第２節の１地盤・土木施設等の対策の⒁放送施設災害予

防計画」に定める地震・津波対策のほか、風水害を想定した通信設備、放送施設の予防措置を実施す

る。 

 

４ 通信・放送設備の優先利用等  

市は、「第２編 地震・津波編 第２節の１地盤・土木施設等の対策の⒂通信設備の優先利用計画」

に定める地震・津波対策のほか、風水害を想定した通信設備及び放送設備の優先利用手続き等を整備

しておく。 
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第 11 節 不発弾等災害予防計画                           
 

不発弾処理体制に万全を期し、不発弾の爆発による災害の発生及び拡大を防止する。 

そのため、関係機関の連絡調整を密にして不発弾等の処理の円滑化を図るとともに、不発弾等の関係

事業者及び一般市民に対し、不発弾等に関する防災知識の普及徹底を図る。 

 

１ 不発弾の処理体制  

 

⑴ 陸上で発見される不発弾等の処理 

① 発見者は、最寄りの交番又は警察署に通報し、所轄の警察署を通して県警察本部に発見届出を

する。 

② 県警察本部長は、発見届出の都度、陸上自衛隊第第１５旅団長（第１０１不発弾処理隊）に処

理要請を行う。 

③ 第１０１不発弾処理隊は、必要に応じて現場調査を行い、弾種及び発見場所の状況等を勘案し

て撤去計画を立てる。 

④ 小型砲弾等、比較的危険度が少なく移動可能な弾種は、第１０１不発弾処理隊により回収し、

沖縄県不発弾保管庫へ搬入する。 

⑤ 爆弾等、危険度が高いものは、発見現場で信管離脱後、一時保管庫へ搬入する。 

【信管離脱作業】 

非常な危険を伴うので、次の対策を講じたうえで実施する。 

㋐ 市で発見された場合、関係機関と撤去日時、交通規制、避難計画等について協議するため

の処理対策会議を開催し、処理計画について十分な調整を図り、周知徹底する。なお、関係

機関は、責任分担覚書等を交換し、任務責任等を明確にするものとする。 

㋑ 避難範囲を定め、その区域への交通を規制し、地域住民を避難させる。 

㋒ 市長等を本部長とした現地対策本部を設置する。 

 

⑵ 海中で発見される不発弾の処理 

① 発見者は、所轄海上保安部署（中城海上保安部）へ通報し、それを受けて第十一管区海上保安

本部、県知事、市長又は港湾管理者から海上自衛隊沖縄基地隊司令（沖縄水中処分隊）に処理要

請を行う。 

② 沖縄水中処分隊は現地調査を行い、関係機関と調整の上、撤去計画を立てる。 

③ 危険度が少なく移動可能なものは、沖縄水中処分隊により回収撤去し、一時保管庫へ搬入する。 

④ 危険度が高く移動困難なものは、現地対策本部を設置し、発見現場で爆破処理する。 

【爆破処理作業】 

非常な危険を伴うことから、次の対策を講じたうえで実施する。 

㋐ 発見場所の管轄が市の場合、関係機関と撤去日時、交通規制、通行船規制、避難計画等に

ついて協議するための処理対策会議を開催し、処理計画について十分な調整を図り周知徹底

する。 

㋑ 危険範囲を定め、その地域への船舶及び住民等の立ち入り規制をする。 

㋒ 市長等を本部長とする現地対策本部を設置する。 
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２ 関係機関の協力体制の確立  

国、県、市や各関係機関等の協力体制を確立し、不発弾等の調査、探査及び発掘処理工事の安全か

つ円滑な推進を図るものとする。 

 

３ 不発弾に関する防災知識の普及指導  

 

⑴ 講習会 

県等が開催する講習会や研修に市職員や市消防職員等を参加させ、不発弾の特性及び火薬類取締

法等の関係法令に関する防災知識を習得させる。 

 

⑵ 広報活動 

市民一般に対する不発弾の危険性について、周知・広報活動を実施する。 

 

《不発弾処理の流れ》 

〔 陸上部分 〕 

○ａ 発見弾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発  見  者 

交番・駐在所・警察署 現場確認 

うるま市 

発見届出 

（届出） 

県警察本部銃器対策課 沖縄県（県警から通知受理） 

（報告） 

通知 

陸上自衛隊第１５旅団 

第 101 不発弾処理隊 

現場 

調査 

（処理要請） 

処理出勤 不発弾処理対策本部 

陸上自衛隊・警察・沖縄 

県・うるま市・消防機関 

信管離脱・現場爆破処理 

（不発弾処理） 処 理 回 収 

第 101 不発弾処理隊 

（処理出動） 

県不発弾保管庫 

県・第 101 不発弾処理隊 

（運搬） 

爆破処理 ：第 101 不発弾処理隊 
運搬 
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○ｂ 埋没弾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 海上部分 〕 

○ａ 発見弾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 提 供 者 

う る ま 市 現場確認調査 

（埋没情報の届出） 

沖縄県防災危機管理課 現場調査・情報提供者からのヒアリング 

・探査発掘計画の作成 

（報告） 

沖縄不発弾処理対策 

協 議 会 

（報告） 

埋没不発弾等処理計画 

協議決定 

沖  縄  県 不発弾処理交付金申請 

内閣府沖縄担当部局 交付金事業計画審査交付決定 

沖縄県防災危機管理課 探査発掘工事委託発注 

探査発掘作業 第 101 不発弾処理隊 

回収・処理 ※以後「発見弾」の処理に準ずる。 

発  見  者 

中城海上保安部 現場確認 

うるま市 

発見届出 

（届出） 

第 十 一 管 区 

海 上 保 安 本 部 

沖縄県 

（第十一管区海上保安本部から通知受理） 

（報告） 

通知 

海 上 自 衛 隊 

沖 縄 基 地 隊 

現場調査 

沖縄水中処分隊 

（処理要請） 処理出勤 

不発弾処理対策本部 

うるま市・海保・警察 

海自・その他 

信管離脱・現場爆破処理 

（不発弾処理） 処 理 回 収 

沖縄水中処分隊 

（処理出動） 

県不発弾保管庫 

沖縄水中処分隊 

（運搬） 

最終処分：海上自衛隊沖縄基地隊 

（陸自演習場等） 

運搬 
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第 12 節 火薬類災害予防計画                            
 

火薬類による災害の発生を防止するため、国、県、市、県警察、中城海上保安部及び(社)沖縄県火薬

類保安協会等と連携し、保安体制の強化及び火薬類取締法に規定する基準の適正維持を講ずるとともに、

保安教育の徹底を図るものとする。 

 

１ 火薬類製造所、貯蔵所及び消費場所等の保安対策  

 

⑴ 市は、県による火薬類製造所、貯蔵所の所有者、管理者及び占有者に対する法令の規定する基準

に適合させる当該施設の維持、保安の監督指導に、必要に応じて協力する。 

 

⑵ 市は、県による火薬類製造所、貯蔵所、消費場所に必要に応じて立入検査の実施と保安体制の強

化に協力する。 

 

２ 火薬類消費者の保安啓蒙  

市は、県による火薬類消費者等への保安啓発等の活動に協力する。 

 

３ 路上における指導取締の実施  

市は、県による火薬類運搬車両の事故を防止するため、路上における指導取締りに、必要に応じて

協力する。 

 

４ 火薬類による危害予防週間の実施  

市は、県と協力して、火薬類危害予防週間を通じ、火薬類の総合的な安全対策を推進する。 

 



第３編 風水害等編 第１章 災害予防計画 

風水害等編-21 

 

第 13 節 文化財災害予防計画                            
 

市の貴重な財産である文化財に対し、次により災害予防の対策を図るものとする。 

 

対 策 別 実  施  内  容 

⑴ 予防対策の確立 
市教育委員会は、県からの指導を受け、所管の文化財防災計画を策定し、

警察及び市消防と常時連携を密にして、災害予防の確立を図る。 

⑵ 所有者・管理者の

対策 

文化財の所有者及び管理責任者、又は管理団体の長へ防災思想を啓発し、

環境の整理整頓を図るよう奨励する。 

⑶ 火気制限
 

文化財の指定地内に居住する所有者に、火気使用の制限を指導する。 

⑷ 防災施設 
防災施設の必要な文化財は、補助事業等により完備を図るとともに、県指

定及び未指定の文化財を含め、市における防災施設の設置を促進する。 

⑸ 防災教育 
県の主催する各市町村文化財担当職員講習会等により、文化財災害対策に

ついて指導を受けるなど、適切な防災措置が図れるようにする。 

⑹ 暴風による損壊

対策 

暴風による倒壊等の防止対策及び落下物等による破損防止対策を行うもの

とする。 

 

《うるま市の文化財概況》 

文化財（史跡、グスク、貝塚、有形・無形文化財等） 

 名  称 種  別 所 在 地 指定状況 備 考 

① 伊波貝塚 史跡 石川伊波 国指定 Ｓ47.5.15 

② 安慶名城跡 史跡 字安慶名 国指定 Ｓ47.5.15 

③ 勝連城跡 史跡 勝連南風原 国指定 Ｓ47.5.15 

④ 仲原遺跡 史跡 与那城伊計 国指定 Ｓ61.8.16 

⑤ 三線翁長開鐘 有形文化財 字喜屋武 県指定 Ｓ30.5.23 

⑥ 三線真壁型 有形文化財 石川東恩納 県指定 Ｈ6.3.15 

⑦ 勝連間切南風原村文書 有形文化財 勝連南風原 県指定 Ｓ52.7.11 

⑧ 平安名貝塚 史跡 勝連平安名 県指定 Ｓ31.10.19 

⑨ 伊波城跡 史跡 石川伊波 県指定 Ｓ36.6.15 

⑩ チャーン 天然記念物 字高江洲 県指定 Ｈ3.1.16 

⑪ 津堅島の唐踊り 選択文化財 勝連津堅 県指定 Ｓ53.3.24 

⑫ 東恩納当家葬祭具 有形民俗 石川東恩納 市指定 Ｓ56.10.15 

⑬ 伊波金細工鍛冶道具 有形民俗 石川伊波 市指定 Ｓ56.10.15 

⑭ 嘉手苅観音堂 建造物 石川嘉手苅 市指定 Ｓ59.6.12 

⑮ 伊波メンサー織 有形・無形民俗 石川伊波 市指定 Ｓ63.11.15 

⑯ 平敷屋タキノー 史跡 勝連平敷屋 市指定 Ｈ2.3.26 

⑰ 南風原の村獅子 有形民俗 勝連南風原 市指定 Ｈ2.3.26 

⑱ 伊波ヌール墓 有形民俗 石川伊波 市指定 Ｈ6.3.4 

⑲ 三線真壁型（大型） 工芸品 石川伊波 市指定 Ｈ6.3.4 
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 名  称 種  別 所 在 地 指定状況 備 考 

⑳ 三線平仲知念型（大型） 工芸品 石川東恩納 市指定 Ｈ6.3.4 

○21 三線鴨口与那型（中型） 工芸品 石川 市指定 Ｈ6.3.4 

○22 地頭代火の神 有形民俗 勝連浜 市指定 Ｈ6.3.31 

○23 アマミチューの墓 史跡 勝連比嘉 市指定 Ｈ6.3.31 

○24 シルミチュー 有形民俗 勝連比嘉 市指定 Ｈ6.3.31 

○25 ヤンガー 建造物 与那城上原 市指定 Ｈ7.6.14 

○26 犬名河(インナガー) 名勝 与那城伊計 市指定 Ｈ7.6.14 

○27 ガーラ矼 建造物 与那城饒辺 市指定 Ｈ7.6.14 

○28 宮城御殿（ナーグスクウドゥン） 有形民俗 与那城宮城 市指定 Ｈ7.6.14 

○29 与佐次川（ユサチガー） 有形民俗 与那城平安座 市指定 Ｈ7.6.14 

○30 平安座西グスク 史跡 与那城平安座 市指定 Ｈ7.6.14 

○31 クボウグスクの植物群落 天然記念物（植物） 勝連津堅 市指定 Ｈ9.4.23 

○32 中の御嶽 有形民俗 勝連津堅 市指定 Ｈ9.4.23 

○33 ヤマトゥンチュウ墓 史跡 勝連浜 市指定 Ｈ9.4.23 

○34 ワイトゥイ 史跡 勝連平安名 市指定 Ｈ9.4.23 

○35 南風原の獅子舞 無形民俗 勝連南風原 市指定 Ｈ11.3.10 

○36 平安名のウムイ・クェーナ 無形民俗 勝連平安名 市指定 Ｈ11.3.10 

○37 平敷屋エイサー 無形民俗 勝連平敷屋 市指定 Ｈ11.3.10 

○38 天願獅子舞 無形民俗 字天願 市指定 Ｈ11.7.15 

○39 田場ティンベー 無形民俗 字田場 市指定 Ｈ11.7.15 

○40 吉本家 建造物 勝連比嘉 市指定 Ｈ12.11.7 

○41 新川・クボウグスク周辺の陣地壕群 史跡（戦争遺跡） 勝連津堅 市指定 Ｈ16.3.3 

○42 兼箇段ジョーミーチャー墓 史跡 字兼箇段 市指定 Ｈ17.2.16 

○43 田場ガー 史跡 字田場 市指定 Ｈ17.2.16 

○44 大田坂 史跡 字大田・川田 市指定 Ｈ17.2.16 

○45 沖縄諮詢会堂跡 史跡 石川 市指定 Ｈ17.3.1 

○46 東恩納博物館跡 史跡 石川東恩納 市指定 Ｈ17.3.1 

○47 石川部落事務所 史跡 石川 市指定 Ｈ17.3.1 

○48 越来治喜（マーラン船の建造技術） 無形民俗 与那城平安座 市指定 Ｈ17.3.4 

○49 宮城ウシデーク 無形民俗 与那城宮城 市指定 Ｈ17.3.4 
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第 14 節 農業災害予防計画                             
 

農業災害予防のため、農業用施設の保全及び防災営農の推進は、以下によるものとする。 

 

１ ため池等整備事業  

 

⑴ 土砂崩落防止事業 

農地及び農業用施設、その他に被害を及ぼすおそれのある地区の土砂崩落を未然に防ぐため、土

砂崩落の危険性のある地域を中心に事業を推進する。 

 

⑵ 老朽ため池等整備事業 

かんがい用水施設等について、老朽化により堤体及び取水施設等が大雨時に損壊し、周辺及び下

流地域等に多大な被害が生じることが想定されるものは、緊急度の高いものから順次補修事業の実

施を図る。 

 

２ 農地保全整備事業  

風雨などによって侵食を受けやすい特殊土壌地帯や急傾斜地帯に造成された農地の侵食・崩壊を未

然に防ぐための事業を推進する。 

 

３ 地すべり対策事業  

地すべりによる被害を除去又は軽減し、農地及び農業用施設等を未然に防止する事業として、県の

地すべり防止区域だけでなく、市においても必要に応じその対策事業を検討推進していく。 

 

４ 防災営農の確立  

 

⑴ 指導体制の確立 

農業に対する各種の災害を回避克服し、農業生産力や農業所得の向上を図るため、市は県及び関

係機関、団体の統一的な指導体制の確立を図るものとする。 

 

実 施 事 項 実  施  内  容 

① 指導組織の統一 

及び指導力の強化 

市における県及び関係機関による指導機構の調整、連携強化を図るも

のとする。また、各種の防災研修の強化及び参加から、指導力の向上を

図る。 

② 防災施設の拡充
 

 防災実証展示施設等の整備及び広報により、防災の普及啓発を図る。 

 

⑵ 営農方式の確立 

本市農業の当面する諸問題に積極的に対応しつつ、亜熱帯農業における防災営農技術、また試験

研究機関による病害虫、風水害に強い抵抗性品種の育成及び栽培技術等の指導を受け、防災営農の

確立に努めるものとする。 
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第 15 節 食料等備蓄計画                              
 

市は、「第２編 地震・津波編 第１章 第４節の３物資及び資器材の確保等」に定める地震・津波

対策のほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災害や暴風等の危険性を考慮した備蓄を行い、大規模な風水害

等の直後にも避難者等の食料、飲料水、生活必需品を供給する体制を確保する。 

 

 

 

第 16 節 気象観測体制の整備計画                          
 

風水害等による被害を未然に防止し、あるいは軽減するため、雨量・水位等の気象観測施設の整備を

行う必要がある。 

このため、観測施設を有する機関は、当該施設及び観測体制の整備を推進するとともにこれらの施設

による観測資料の活用・提供等に積極的に協力するものとする。 

 

１ 沖縄気象台における気象業務体制の整備  

沖縄気象台は、気象庁防災業務計画に基づき、気象、高潮、高波、地震・津波及び火山現象等の災

害に関する気象業務体制の整備及び充実を図る。 

 

⑴ 観測施設の整備充実 

沖縄気象台は、県下及びその周辺域の降雨状況等を監視するため、雨量計や潮位観測施設などを

適切に整備配置し、関係行政機関、県及び市と協力して観測体制の充実に努める。 

 

⑵ 観測資料等のデーターベースの構築 

沖縄気象台は、災害発生時等において、防災気象情報を補完するための観測資料等を防災機関等

へ適時・適切に提供できるよう、過去の観測資料等を収集・整理しデーターベース化を図る。 

また、風水害等の警戒避難に必要な観測情報を、リアルタイムに市や市民等に提供する体制やシ

ステムの整備を推進する。 

 

２ 主要関係機関における気象観測体制の整備  

市及び関係機関における観測施設の整備は年々充実しているが、これらの機関においては現有施設

の十分な活用を行うとともに、雨量計（自記、テレメーター等）及び水位計（自記、テレメーター等）

の整備充実を図る。 

また、風水害等の警戒避難に必要な観測情報を、リアルタイムに提供する体制やシステムの整備に

ついて、県・沖縄気象台と連携して推進する。 
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第 17 節 水防、消防及び救助施設等整備計画                      
 

水防、消防及び救助施設等の現況、管理及びその整備は次によるものとする。 

 

１ 水防施設等  

水防法の規定により、県及び水防管理団体は、管内における水防を十分に果す責任を有し、水災の

防御及びこれに因る被害を軽減するため、必要に応じて水防倉庫及び水防機材等の水防施設を整備す

るものとする。 

 

２ 消防施設等  

市の消防施設等については、「消防力の整備指針（平成 12 年消防庁告示第１号）」、「消防水利の基

準（昭和 39 年消防庁告示第７号）」及び関係法令等に基づいて整備拡充することとする。 

 

３ 流出危険物防除資機材  

市、県、船舶関係者及び製油所及び油槽所等の石油等危険物取扱者は、大量に流失した危険物によ

る災害の拡大防止等に必要な、以下の資機材等の整備を図るものとする。 

⑴ 流出危険物の災害防止に必要なオイルフェンス、むしろ、応急木材、作業船等 

⑵ 流出危険物の回収及び処理に必要な油処理剤、油吸着剤並びに吸引ポンプ、バージ等 

⑶ 流出危険物から火災が発生した場合の消防活動に必要な化学消防車、化学消火剤及び消火器具等 

⑷ 流出危険物による災害の拡大防止に必要なガス検知機及び通信機器等 
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第 18 節 避難誘導等計画                              
 

市は、「第２編 地震・津波編 第１章 第４節の４避難所の指定・整備」に定める地震・津波対策

のほか、洪水・高潮等の浸水、土砂災害や暴風等による災害に備え、避難所の指定・整備を推進する。 

 

１ 避難体制の整備  

市や県等は、洪水や高潮、土砂災害等の危険性がある区域に位置する社会福祉施設や学校及び不

特定多数の者が出入りする施設等について、利用者等が安全な場所に避難できるよう、誘導体制など

を整備していくこととする。 

 

実 施 主 体 実  施  対  策 

沖 縄 県
 

① 県立社会福祉施設、県立学校、その他県立施設における避難体制の

再点検 

② 社会福祉法人、学校法人、ホテル、旅館経営者、大規模小売店経営

者等に対する避難体制の再点検の指導 

う る ま 市 

① 避難所の選定 

② 避難所の開設及び運営方法 

③ 避難所の安全確保 

④ 住民への周知 

⑤ 警報、避難情報等の伝達内容・手段、避難誘導体制の整備 

⑥ 避難の勧告等の基準の習熟 

⑦ 高齢者、障がい者、外国人、乳幼児及び妊産婦などのための避難マ

ニュアルの作成 

⑧ 避難径路の点検及びマップの作成 

⑨ 避難心得の周知（携帯品、その他の心得含む） 

社会福祉施設、学校、不特

定多数者の出入施設等の

管理者 

① 避難計画の作成 

② 避難誘導体制の整備 

 

２ 避難場所の指定等  

洪水や高潮、土砂災害等の避難場所指定については、地震・津波災害における避難所指定の要件の

ほか、洪水、高潮等の浸水想定区域、土砂災害警戒区域・危険箇所等を十分に考慮する。 
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第 19 節 交通確保・緊急輸送計画                          

 

「第２編 地震・津波編 第１章 第４節の２の⑶交通確保・緊急輸送体制の充実」に定める地震・

津波対策のほか、県、市及び関係機関は、洪水・高潮等の浸水、土砂災害、暴風等による道路施設の被

害を想定した交通の安全、緊急車両の通行を確保する体制を整備し、大規模な風水害等の際にも、交通

の安全や緊急輸送を確保する。 

各道路管理者は、道路の浸水や土砂崩れ等を速やかに把握するため、監視・観測装置、パトロール体

制、道路管理者間相互及び警察等とのリアルタイムな情報共有体制を整備する。 

また、浸水箇所への車両進入による水没事故を防止するため、アンダーパス等への水位センサーと表

示板の設置を進める。 

 

 

 

第 20 節 要配慮者安全確保体制整備計画                       
 

「第２編 地震・津波編 第１章 第４節の８要配慮者の安全確保計画」に定める対策のほか、市は、

洪水・高潮等の浸水、土砂災害、暴風等に対する高齢者、障がい者等の避難支援体制を整備し、風水害

等時にも要配慮者及び避難行動要支援者の安全を確保する。 

特に、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の災害危険箇所については、水防法や土砂災害防止法等に

基づいて、危険箇所内の要配慮者及び避難行動要支援者の円滑な避難体制の整備を図るものとする。 
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第 21 節 台風・大雨等の災害予防計画                        
 

１ 台風災害事前対策  

 

⑴ 防災知識等の普及計画 

台風被害を最小限に抑えるためには、事前の対策が重要な要素である。 

台風が発生し、沖縄本島地方に影響を及ぼすまでには時間的猶予があり、その間に対策を講じら

れるよう市民に対して下記事項の啓発・広報等を継続して行う。 

実 施 区 分 担 当 部 課 

防災知識の広報 総務部総務課 

暴風時等の危険場所に関する注意喚起 総務部総務課、建設部土木課、教育委員会、 

消防本部 

避難場所の設定及び利用に関すること 総務部総務課 

市民への協力事項（ゴミ収集日の変更等） 市民部環境課 

気象情報に関すること 総務部総務課 

 

⑵ 警戒準備体制 

台風が沖縄本島地方に影響を与えると予想される場合は、各部課等において台風の接近に備えて

事前対策を講じるものとする。以下は、台風接近時の市の主な対策とするが、各課等で管理する立

て看板やのぼり旗などの台風対策のほか、各部各課は以下に記載されていないものの台風対策上必

要な対策を講ずるものとする。 

 

① 総 務 部 

総務課 

警戒要員を配置し、情報収集活動や台風対策等に必要な資機材等の点検、

市民への台風対策の周知及び各課への台風情報の提供を行う。 

また、被害が予想される物件や危険箇所等について、所管部署と連携し

てその対策を講じる。 

管財課 所管する庁舎等の保全対策を講じる。 

 

② 福 祉 部 

保育課 事前に保育所施設などの暴風雨対策及び休園連絡調整等にあたる。 

児童家庭課 所管する児童館施設等の暴風雨対策を講じる。 

生活福祉課 

介護長寿課 

障がい福祉課 

避難行動要支援者について、連携して事前対応（安否確認、避難意志の

確認等）にあたる。 

 

③ 市 民 部 

市民課 
閉庁になった場合の業務（婚姻届や死亡届等の受理など）が円滑に行わ

れるよう事前の調整を図る。 

環境課 ごみの収集方法等の調整を行ない、必要があれば広報を行う。 
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④ 経 済 部 

農水産整備課 

所管する道路、水路、排水施設等の巡視を行い、必要があれば事前に対

策を講じる。 

また、水産物の被害対策について関係機関と連携し、必要に応じて事前

に対策を講じる。 

商工観光課 所管する施設の暴風雨対策を講じる。 

農政課 
農林水産物の被害対策について関係機関と連携し、必要に応じて事前に

対策を講じる。 

⑤ 都 市 計 画 部 

都市計画課 所管する公園等の施設の巡視を行い、必要があれば事前に対策を講じる。 

区画整理課 所管する施設等の巡視を行い、必要があれば事前に対策を講じる。 

⑥ 建 設 部 

土木課 

市内の土砂災害警戒区域の巡視を行う。 

また、施工中で所管する工事現場等の巡視を行い、必要があれば建設資

機材等の整理整頓などの指導を行う。 

所管する道路、河川排水等の巡視を行い、必要があれば事前に対策を講

じる。 

建築工事課 

所管する市営住宅等の巡視を行う。 

また、施工中で所管する工事現場等の巡視を行い、必要があれば建築資

機材等の整理整頓などの指導を行う。 

⑦ 水 道 部 

工務課 

施工中で所管する工事現場等の巡視を行い、必要があれば建設資機材等

の整理整頓などの指導を行う。 

また、停電等に備え、配水池等の非常用発電機の点検等を行う。 

下水道課 

施工中で所管する工事現場等の巡視を行い、必要があれば建設資機材等

の整理整頓などの指導を行う。 

また、所管する下水施設等の巡視を行い、必要があれば事前に対策を講

じる。 

⑧ 教 育 委 員 会 

総務課 勝連庁舎の保全対策を講じる。 

施設課 所管する学校施設等の保全対策を講じる。 

生涯学習振興課 所管する公民館等施設の保全対策を講じる。 

生涯スポーツ課 所管する体育館施設等の保全対策を講じる。 

文化課 所管する施設、文化財等の保全対策を講じる。 

図書館 所管する図書館施設の保全対策を講じる。 

学務課 

指導課 

児童生徒の登下校時の安全対策を講じる。 

給食センター 所管する給食センター施設の保全対策を講じる。 
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⑨ 消 防 本 部 

各消防署所 

市内を巡視し、被害が予想される物件や看板等があれば、所有者又は管

理者に通報し、指導等を行う。 

また、市内の危険箇所（重要水防区域、急傾斜地崩落危険箇所、危険物

施設、高潮による危険が予想される区域等）の巡視を行い、必要があれば

所管部署と連携してその対策を講じる。 

 

２ 防災知識の普及計画  

⑴ 講演会 

市及び気象台は、防災気象講演会やお天気教室等を開催し、市民向けの台風や大雨等の気象災害

の知識を普及する。 

また、土砂災害、洪水災害、竜巻等突風による災害などの風水害が発生する状況を住民が容易に

理解できるよう、これらに関する防災気象情情報の解説に努めるとともに、報道機関等の協力を得

て、住民に正確な知識を普及する。 

さらに、警報・注意報等の発表時の住民の取るべき行動などについて、関係機関と連携して普及・

啓発を図る。 

⑵ 防災教育 

市及び県は、幼稚園、小・中学校、高等学校の学校教育などにおいて、台風・大雨等の災害の基

礎知識や避難行動等についての防災教育の徹底を図る。 

⑶ 災害教訓の伝承 

① 台風災害の蓄積と公開 

市及び県は、県内の過去の大規模な台風災害に関する資料、文献及び映像等をライブラリー化

し、市民への災害記録や教訓等の周知に努める。また、災害発生箇所の保存やモニュメント等の

設置に努める。 

② 台風災害の経験・教訓等の伝承 

市及び県は、過去の大規模台風災害等の検証や記念事業（シンポジウム、現地歩き、展示会、

被災者の語り部等）を必要に応じて実施し、災害等の教訓を後世に伝える。 

 

３ 島しょ地域の孤立化等対策  

台風時には道路の通行止めや船舶等の欠航により、島しょ地域への食料、物資等の流通も停止する

ことがある。 

このため島しょ地域では、台風接近に備え、市民や事業者等が、十分な食料や生活必需品等を事前

に確保するよう啓発・啓発を行う。 

また、平時から大規模災害による長時間の孤立を想定し、受援までの間、島内での防災対策による

自活体制を構築する必要性について認識し、各家庭や事業所での食料・水・被服寝具等の生活必需品

等について１週間分以上の備蓄を促進する。 
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第 22 節 防災訓練計画                               
 

風水害等を想定した防災活動要領の習熟、防災関係機関の連携の強化、防災意識の高揚及び技術の習

得等のため、市及び関係機関は、防災訓練を実施する。 

訓練実施にあたっては、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児及び妊産婦などの要配慮者に十分配慮す

るとともに、被災時の男女のニーズの違い等、女性の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 

１ 各種防災訓練  

 

⑴ 水防訓練 

初動体制の迅速化、河川情報等の収集及び監視、土嚢構築等の応急対策を実施し、地域住民の誘

導等を行う。 

⑵ 消防訓練 

市街地や公共施設、レクリエーション施設、スーパー、商店街等多くの人が集まる場所を対象に

して、消防機材を利用しての消火訓練等を行う。また、消防関係機関合同により、消防活動技術の

向上を図るため、県及び地区単位に総合演習及び消防ポンプ操法大会等に積極的に参加する。 

⑶ 避難訓練 

学校、病院その他密集地における避難の誘導及び避難通路の確保、救助などの訓練等を行う。 

⑷ 通信訓練 

情報の収集、応急対策の指示、伝達等災害時の通信設備が円滑かつ迅速に運用されるよう、防災

関係機関と相互協力し、実施するものとする。 

⑸ 職員参集訓練 

市は、非常配備体制を確保するため、職員の参集訓練を実施する。 

参集にあたっては、交通機関、交通用具の使用を制限又は禁止し、勤務時間内外の条件を加えた

訓練を実施する。 

⑹ 石油コンビナート等総合防災訓練 

特別防災区域における石油コンビナート等総合防災訓練については、「沖縄県石油コンビナート

等防災計画」により別途定めるものとする。 

⑺ 原子力艦の原子力災害防災訓練 

県や関係機関と連携し、原子力艦の原子力災害防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

 

２ 訓練実施要領  

訓練を実施する場合には、あらかじめ訓練実施要領を作成して、関係機関に周知する。 

 

３ 訓練参加機関  

訓練参加機関は、市、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、自衛隊及び社会

教育関係団体とし、さらに一般市民の参加を促進するものとする。 
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４ 訓練のための交通規制  

市は県公安委員会と協議の上、防災訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認めるときは、

当該防災訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区間を指定して、歩行者及び車両の道路通行を

禁止又は制限することができる。 

 

５ 訓練後の評価  

訓練終了後に、訓練の評価を行い、応急対策上の問題点や改善点等、今後の課題を整理し、必要に

応じて体制等の改善を行うものとする。 
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第 23 節 自主防災組織育成計画                           
  

「第２編 地震・津波編 第１章 第３節の３自主防災組織育成計画」に定める地震・津波対策のほ

か、市及び関係機関は、洪水・高潮等の浸水、土砂災害、暴風等に対する自主防災組織等の活動体制を

整備し、風水害への地域防災力を確保する。 

特に、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の災害危険箇所については、危険箇所内の避難誘導や要配

慮者及び避難行動要支援者等の避難支援を円滑に行えるように自主防災組織等の協力体制の整備を促

進する。 

また、地域防災のリーダーとして自主防災組織の核となる人材の養成や、消防団員の候補者となりう

る市民や企業就業者への研修を行い、市内の自主防災組織の組織化や、消防団員の確保に努める。 

 

 

 

第 24 節 災害ボランティア計画                            
 

「第２編 地震・津波編 第１章 第４節の７災害ボランティアの活動環境の整備」に定める地震・

津波対策のほか、市及び関係機関は、大規模な風水害等が発生した場合に市内外から駆けつける災害ボ

ランティアが活躍できる環境を整備し、災害ボランティアとの協力体制を確保する。 

特に風水害時には、建物内に堆積した泥の排除等、各家庭の清掃等への協力要請が多数想定され、こ

れらの活動が円滑に行えるように必要な資機材等の調達体制等を確保しておく。 

 

 

 

第 25 節 道路事故災害予防計画                           
 

１ 危険箇所の点検・補修   

道路管理者は、道路構造物や沿道斜面等を定期的に点検・調査し、異常箇所の補修・改良、危険箇

所の防災対策を行う。 

 

２ 体制・資機材の整備等   

道路管理者及び県警察は、大規模事故発生時の情報収集・伝達、交通規制、復旧等を速やかに行う

ため、情報の連絡、提供体制、対策資機材等の整備に努める。 
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第 26 節 海上災害予防計画                             
 

１ 航行の安全確保等  

市は、中城海上保安部や沖縄総合事務局等による航行の安全確保の取組に協力する。 

 

２ 災害応急対策への備え   

⑴ 情報連絡体制の整備  

市は、中城海上保安部及び県と協力して、大規模海難や油等流出事故が発生した場合に、沿岸の

市民、事業者、漁業協同組合及び港湾・漁港管理者及び船舶等に緊急情報を収集・伝達する体制を

確立しておく。 

 

⑵ 消防、救助体制の整備  

市は、海上捜索活動を実施できる船舶等の整備に努める。 

また、市及び市消防は、消防用機械・資機材等の整備に努めるとともに、海水等を消防水利とし

て活用する施設の整備に努める。 

 

⑶ 油防除作業体制の整備  

市は、迅速かつ的確な油防除ができるように、県と協力して油防除マニュアルの作成や防除資機

材の整備に努める。 

 

⑷ 訓練等 

市は、中城海上保安部、沖縄総合事務局、県、市消防等と協力して、大規模な海難事故や油の大

量流出事故等を想定して、海上消火、海難救助及び流出油防除等の訓練を実施するとともに、海難

事故や油流出事故への対応を迅速かつ的確に実施できる人材を育成する。 
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第２章 災害応急対策計画 

 

災害応急対策計画は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合に、災害の発生を防御し、又は応

急的救助を行う等災害の拡大を防止するため、防災に関する組織、気象警報等の伝達、災害情報等の収

集、避難、水防、消防、救助救急及び交通輸送等について計画し、その迅速な実施を図るものとする。 

 

第１節 組織計画                                 
 

Ⅰ 風水害その他事故等による対応体制 

 

１ 災害警戒準備体制・災害警戒本部（災害対策本部の設置前の体制）  

沖縄気象台から大雨、洪水等の注意報・警報等が発表されるなど災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合において、その災害の程度が災害対策本部の設置に至らない場合のときの組織体制と所

掌事務について定めるものとする。 

 

⑴ 災害警戒準備体制 

災害警戒本部の設置前における初動体制、又は設置に至らない規模の災害発生及び発生が予想さ

れる場合、必要に応じて防災担当者（総務課職員）による災害警戒準備体制をとるものとする。 

 

⑵ 災害警戒本部 

災害の発生や災害が発生するおそれがある場合において、災害対策本部の設置には至らないもの

の、組織として横断的な対応をとる必要があるときは、「災害警戒本部」を設置し、警戒体制をと

るものとする。 

 

〈災害警戒本部の設置基準〉 

① 沖縄気象台から大雨や洪水、暴風等の警報の発表があり、情報の収集及び避難対策等の必要が

あるとき。 

② 沖縄気象台から土砂災害警戒情報の発表があり、避難対策等の必要があるとき。 

③ 沖縄本島（中部）地方が台風による暴風域に入ることが予想されるとき。 

④ 大規模な事故等により、情報の収集を強化する必要があるとき。 

 

〈組織及び所掌事務〉 

① 災害警戒本部に本部長をおき、本部長は副市長をもって充てる。 

② 本部に災害警戒本部会議をおき、本部長、市長部局の部長、参事等、教育委員会の部長、水道

部長、消防長、その他本部長が必要と認める者をもって構成し、本部長がこれを招集する。 

③ 本部長が出張等による不在又は連絡不能な場合、企画部長が指揮をとるものとする。 

④ 本部長は、本部を設置したときは速やかに災害警戒本部会議を開催し、本部員はあらかじめ指

定された場所、又は指示があった場所に参集する。 

災害警戒本部会議の報告、協議事項はその都度災害の状況に応じて本部長若しくは本部員の提
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議によるが、概ね次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催場所 市役所本庁３階庁議室  

 

 

 

 

 

 

 

 

主な報告事項 

 

○ア 各部の配備体制 

○イ 緊急措置事項 

主な協議事項 

 

 

 

 

 

○ア 被害状況に関すること 

○イ 応急対策に関すること 

○ウ 避難情報等に関すること 

○エ 災害対策本部の設置に関すること 

○オ その他災害対策の重要事項に関すること 

○カ 災害警戒本部の廃止に関すること 

 

⑤ 災害警戒本部の組織編成及び所掌事務は、第２編 地震・津波編の第２章 第１節に掲げる《災

害対策本部等（警戒本部）の所掌事務及び組織機構》に準ずるものとする。 

 

２ 災害対策本部  

災害の規模が大きく、全庁体制により災害予防又は災害応急対策を的確かつ迅速に実施する必要が

あると認めるときには、市長を本部長とした「災害対策本部」を設置するものとする。 

⑴ 災害対策本部の設置等の基準 

① 本部の設置・廃止の基準 

種  別 基      準 

本部の設置 

㋐ 市内において、大規模な災害の発生が予想され、その対策を要するとき。 

㋑ 市内に大規模な災害が発生し、本部設置による対策を要するとき。 

㋒ 県災害対策本部が設置された場合において、市災害対策本部の設置の必

要があるとき。 

㋓ 沖縄気象台から大雨等の特別警報の発表があり、情報の収集及び避難対

策等の必要があるとき。 

㋔ 大規模な事故等により、周辺住民の避難などが予想されるとき。 

本部の廃止
 

本部の廃止について、次の事項に従い市長が決定する。 

㋐ 災害の危険が解消したと認められるとき。 

㋑ 災害発生における応急措置が概ね完了し、本部による対策実施の必要が

なくなったと認められるとき。 

 

② 本部設置・廃止における通知及び公表 

本部を設置又は廃止したときの関係機関等に対する通知公表は、「第２編 地震・津波編の第

２章 第１節 組織計画」によるものとする。 

 

③ 本部の設置場所 

本部の設置場所は原則として市役所本庁舎とする。 

なお、本庁舎が災害等の影響を受け使用できない場合は、「第２編 地震・津波編の第２章 第

１節 組織計画」によるものとする。 
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⑵ 組織及び所掌事務 

災害対策本部の組織及び所掌事務については、「第２編 地震・津波編の第２章 第１節 組織

計画」に準ずるものとする。 

 

３ 現地対策本部  

⑴ 現地対策本部の考え方 

災害により甚大な被害が発生した場所・地域では、市をはじめ消防、警察などの多数の防災関係

機関が救助及び救援活動を展開することとなる。これら防災関係機関が円滑な活動を実施するため

には、現地において活動機関が情報を共有したり、活動内容の調整を図る必要がある。 

そのため、市長は、状況に応じて必要と認めるときは、被災現場付近に現地対策本部を設置し、

救助や救援活動の総合調整を行うものとする。 

 

⑵ 現地対策本部の要員 

現地対策本部長（以下「現地本部長」という。）に副市長（副市長が不在又は連絡不能の場合は、

市長が指示する者）を置き、現地本部長を補佐する要員として防災担当から１名、消防本部から１

名及び関係各課から必要な人数をもって構成し運営するものとする。 

 

⑶ 防災関係機関への連絡及び職員の派遣要請 

市長は、現地対策本部を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に連絡を行い、関係職員の派

遣について要請するものとする。 

 

＜現地対策本部のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 警 察 市 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

現 地 対 策 本 部 （例） 

県 

自衛隊 医療機関 

海上保安部 その他関係機関 

情報の共有 

活動内容の調整等 

要員派遣 

情報共有 

市 
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４ 災害対策の職員動員計画  

⑴ 配備の指定及び区分 

災害対策への体制を迅速に整えるため、対策本部長等は、体制基準を参考に、直ちに配備の規模

を指示する。 

 

⑵ 災害対策体制基準 

① 体制の基準 

災害警戒体制をはじめ、災害対策本部の配備までの基準を定めるものとする。 

体制区分 
災害警戒 

準備体制 
災害警戒本部 

災 害 対 策 本 部 

第一配備 第二配備 

災害等全般の

基準 

（地震・津波災

害の基準は、第

２編の地震・津

波編に記載す

る。） 

●災害警戒本部

の設置に至ら

ない小規模な

災害の発生又

は発生が予想

されるとき 

●大雨や洪水、暴風等

の警報又は土砂災害

警戒情報の発表があ

り、情報の収集及び

避難対策等の必要が

あるとき 

●台風の暴風域に入る

ことが予想されると

き 

●大規模な事故等によ

り情報の収集を強化

する必要があるとき 

●大雨等の特別警報が

発表され、情報の収

集及び避難対策等の

必要があるとき 

●大規模な事故等によ

り、周辺住民の避難

などが予想されると

き 

●市内に大規模な災害

が発生した場合 

 

配

備

人

員 

本部要員 － 

●副市長、各部の部長、

参事 

●市長、副市長、教育

長、各部の部長、参

事 

●第一配備と同じ 

各課室等の

体制 

●防災担当課員

及び必要に応

じて関係する

部署の課員 

●所管施設等の被害状

況の確認及び救助救

援の準備に必要な要

員の配備 

●所管施設等の被害状

況の確認及び救助救

援の実施に必要な要

員の配備 

●最大動員（出勤可能

な全ての職員） 

※ 各課室等の配備人員は、「第２編 地震・津波編 第２章 第１節 組織計画」の≪災害対策本

部等（警戒部本部）の所掌事務及び組織機構≫のとおりとする。 

 

② 配備人員の選定等 

各部長等は、体制の規模に応じた配備要員をあらかじめ指名しておくものとする。 

また、部内の緊急連絡網を構築するとともに、毎年４月１日には、部内管理職の連絡名簿を防

災担当部長に提出するものとする。 

 

⑶ 動員方法及び勤務時間外、休日における参集時の留意事項 

動員方法及び勤務時間外、休日における参集時の留意事項については、「第２編 地震・津波編

第２章 第１節 組織計画」のとおりとする。 
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Ⅱ 台風時における対応体制（災害警戒本部体制） 

 

台風の常襲地帯となっている地勢的な環境から、組織体制等を特別に掲げ、市域の被害軽減を図るも

のとする。 

 

１ 災害警戒本部  

沖縄本島地方に暴風警報が発表されたとき、又は発表されるおそれがあるときは、市本庁内に副市

長（副市長が不在又は連絡不能な場合は企画部長）を本部長とする災害警戒本部を設置し、警戒体制

をとるものとする。 

また、台風が勤務時間外及び祝祭日に接近することが予想される場合には、事前に警戒本部の設置

日時や各部課の事前対策等の協議を行ない、その決定事項を各部局等の課長等へ指示し備えるものと

する。 

 

⑴ 災害警戒本部員 

災害警戒本部員は、副市長、市長部局の部長等、教育委員会の部長等、消防長及び水道部長をも

って組織する。 

 

⑵ 災害警戒本部での主な協議事項 

本部長は、本部を設置したときは、速やかに本部会議を開催し、本部員は直ちに本部に参集する。

本部会議の報告・協議事項は、その都度災害の状況に応じて本部長若しくは本部員の提議によるが、

概ね次のとおりである。 

なお、災害警戒本部員であって、暴風警報発表時、災害警戒本部会議へ出席のため、本庁まで登

庁することが困難な場合は、総務部長へ連絡し各庁舎で待機するものとする。 

その際、総務部長は警戒本部会議での協議決定事項を速やかに各庁舎で待機中の本部員へ伝達す

るものとする。 

また、災害警戒本部員以外で、警戒本部長が特に必要と認める者について警戒本部会議へ出席さ

せることができるものとする。 

開催場所 市役所本庁３階庁議室 

主な報告事項 

 

① 各部の配備体制に関すること 

② 災害、被害状況に関すること 

主な協議事項 ① 応急対策に関すること 

② 避難準備情報に関すること 

③ 避難勧告・指示等に関すること 

④ 災害対策本部の設置に関すること 

⑤ 災害警戒本部の廃止に関すること 

⑥ 閉庁に関すること 

⑦ 台風通過後の清掃などに係る職員応援等に関すること 

⑧ その他本部長が必要と認めること 
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⑶ 災害対策要員 

災害対策要員は基本的には下記の課の長等とするが、災害状況により各部局長が配備要員の増減

を指示するものとする。その際、各部局長は出勤した配備要員の名簿（別紙様式）を作成し、総務

部長に報告するものとする。 

また、配備要員等に指示されていない職員は、緊急事態に備え自宅待機とする。 

 

部 課 名 配備要員 主 な 活 動 内 容 

企画部 企画課 ２名 避難受入れ対応要員 

秘書広報課 １名 市長、副市長への連絡及び日程調整要員 

総務部 総務課 
６名 

各部との連絡調整及び外部機関との連絡調整要員、災害・

気象情報収集要員、 

管財課 ２名 庁舎の保全対策要員 

市民部 市民課 ４名 市民課窓口対応要員（各庁舎 １ 名配置）※平日のみ 

環境課 ２名 ごみ回収方法等対応要員 

福祉部 生活福祉課 ２名 

避難行動要支援者支援対策要員 介護長寿課 ２名 

障がい福祉課 ２名 

都市計画部 都市計画課 ２名 避難受入れ対応要員、公園等対策要員 

経済部 農水産整備課 ２名 農道等災害対応要員 

建設部 土木課 ５名 公共土木災害対策要員 

建築工事課 １名 市営住宅等関係対策要員 

用地課 ２名 避難受入れ対応要員 

会計課 会計課 １名 金融機関との連絡調整（歳入歳出管理）※平日のみ 

水道部 総務課 １名 

水道関係対策要員 工務課 １名 

営業課 １名 

下水道課 １名 下水道関係対策要員 

教育委員会 総務課 

学務課 

１名 

１名 
避難受入れ対応要員 

施設課 ２名 学校施設関係対策要員 

消防本部 総務課 

警防課 

予防課 

各消防署所 

必要に

応じて

配備
 

情報収集等対応要員、災害応急対策等要員 

 

⑷ 警戒活動 

警戒本部長は、配備した対策要員をもって情報連絡、巡視等の警戒活動を行う。 

その際、具志川地域は総務部及び企画部、石川地域は都市計画部及び経済部、勝連地域は教育委

員会、与那城地域は建設部が担当するものとする。 

また、消防本部と密接に連携し、軽微な災害等が発生した場合は協力して応急措置を行う。 
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⑸ 避難の受入れ体制 

住民から避難等の要請があった場合は、各庁舎で受入れるものとする。 

その際、基本的には、本庁舎では企画課、石川庁舎では都市計画課、勝連庁舎では教育委員会総

務課、与那城庁舎では用地課が受入れ対応するものとする。 

島しょ地域の避難受入れ体制については、各自治会の協力を得て、各公民館に避難所を開設し、

必要に応じて市職員を派遣する。 

また、避難者が多数となり、庁舎での受入れが困難となった場合は、「第２編 地震・津波編 第

２章 第８節 避難計画」で指定している施設のなかから、選定し、管理者と連携して避難所を開

設する。 

 

⑹ 台風通過後の対応等 

台風の直撃等を受けた場合、道路等においては、倒木や飛来物による交通障害がいたるところで

発生する。 

これら倒木などの除去等については、多数の現場がある場合、管理部署のみの対応では速やかな

除去が困難なことから、状況に応じて、全庁体制で対応にあたるものとする。 

特に、台風の通過が土日や祝日等にあたる場合は、災害警戒本部等で事前に調整を行い、円滑な

対応が実施できるよう努めるものとする。 

 

⑺ 災害警戒本部の解散 

本部長は、災害の危険が解消され警戒の必要がなくなったと認める場合は、警戒本部を廃止し、

被害状況、対策活動状況等を必要に応じて市長に報告するものとする。 

また、警戒本部廃止後、総務課長は速やかに各配備要員へその旨を連絡する。 

 

⑻ イベント等の対応 

各課等で主管して行われる行事・イベント等の対応については、基本的に担当部課等が判断して

対応するものとする。 

 

 

２ 災害対策本部  

市全域にわたって台風により甚大な被害が発生したとき、又は甚大な被害が発生するおそれがある

ときは、市長を本部長とする災害対策本部を設置する。 

災害対策本部の組織及び活動内容については、「本節 Ⅰ 風水害その他事故等による対応体制の

２災害対策本部」の内容によるものとする。 
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第２節 気象警報等の伝達計画                            
 

災害の発生あるいは拡大を未然に防御するため、気象注意報・警報及び気象情報等を迅速かつ的確に

伝達する措置等については、次により実施する。 

 

１ 気象注意報・警報等の種類及び基準  

⑴ 気象業務法に定める警報等 

① 気象注意報 

② 気象警報 

③ 特別警報 

④ 気象情報 

警報等          ⑤ 地方海上警報 

⑵ 水防警報等 

⑶ 消防法に定める火災警報等 

⑷ 県知事、市町村長が行う警報等 

⑸ 土砂災害警戒情報 

⑹ 記録的短時間大雨情報 

⑺ 竜巻注意情報 

⑴ 気象業務法に定める警報等 

① 気象注意報 

気象によって災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報。 

●気象注意報発表基準 

注意報名 基準（沖縄気象台発表） 

強風（平均風速） １５ｍ／ｓ 

波浪（有義波高） ２.５ｍ 

高潮（基準面：標高） １.３ｍ 

大雨（雨量）
 １時間雨量 ４０ｍｍ 

土壌雨量指数基準 １０５ 

洪水（雨量）
 

１時間雨量 ４０ｍｍ 

流域雨量指数基準 天願川 １１ 

複合基準 １時間雨量３０ｍｍ、流域雨量指数１０ 

雷 落雷等により、被害が予想される場合 

乾燥 最小湿度５０％以下で実効湿度６０％以下 

濃霧（視程） 陸上１００ｍ（気象官署の値）、海上５００ｍ 

低温注意情報 最低気温５℃以下
 

霜注意情報 最低気温５℃以下
 

※ 土壌雨量指数： 土壌雨量指数は、降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌中
に貯まっている雨水の量を示す指数。 
土壌雨量指数基準は、１ｋｍ四方ごとに設定しているが、上記の雨量指数

基準は、市における基準値の最低値を示している。 
※ 流域雨量指数： 流域雨量指数は、降雨による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象と

なる地域・時刻に存在する流域の雨水の量を示す指数。 
市では天願川が対象となる。 
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② 気象警報 

気象によって重大な災害が起こるおそれがある旨を警告するもの。 

●気象警報発表基準 

警 報 名 基準（沖縄気象台発表） 

暴風（平均風速） ２５ｍ／ｓ 

波浪（有義波高） ６.０ｍ 

高潮（基準面：標高） ２.０ｍ 

大雨（雨量）
 １時間雨量 ８０ｍｍ 

土壌雨量指数基準 １５０ 

洪水（雨量） 

１時間雨量 ８０ｍｍ 

流域雨量指数基準 天願川 １８ 

複合基準 １時間雨量５０ｍｍ 

流域雨量指数１０ 

記録的短時間大雨 １時間雨量１１０ｍｍ 

 

③ 特別警報 

予想される現象が特に異常であるため、重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合に発表

されるもの。 

市長は、特別警報が発令された際には気象業務法第 15 条の 2 により、直ちにその通知された

事項を公衆及び所在の官公署に周知させる措置をとらなければならない。 

 

現象の種類 基   準 

大 雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若

しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨に

なると予想される場合 

暴 風 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと

予想される場合 

高 潮 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高潮になると

予想される場合 

波 浪 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高波になると

予想される場合 

 

④ 気象情報 

気象の予報等に関し、特別警報・警報・注意報に先だって注意を喚起する場合や、特別警報・

警報・注意報発表後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表する。 

気象情報の対象とする現象には、台風に関する情報、大雨に関する情報及び潮位に関する情報

等がある。 

なお、台風情報で使用される台風の大きさや規模は次のとおりである。 
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・台風の大きさ（風速 15ｍ／ｓ以上の半径） ・台風の強さ（最大風速） 

大 型 500ｋｍ以上 800ｋｍ未満 

超大型 800ｋｍ以上 

強   い 33ｍ／ｓ以上 44ｍ／ｓ未満 

非常に強い 44ｍ／ｓ以上 54ｍ／ｓ未満 

猛 烈 な 54ｍ／ｓ以上 

※ 上記基準以外の台風は単に「台風」と表現する。 

 

⑤ 地方海上警報 

海上の船舶の安全確保を図るため、定められた海域（海上予報区）に対して強風や視程障害等

の現象の実況及び予想（24 時間以内）がある場合、沖縄気象台が発表する。 

㋐ 地方海上予報区の範囲と細分名称 

・沖縄気象台担当地方海上予報区 

沖縄海域（SEA AROUND OKINAWA） 

・細分名称 

沖縄東方海上（SEA EAST OF OKINAWA） 

東シナ海南部（SOUTHERN PART OF EAST CHINA SEA） 

沖縄南方海上（SEA SOUTH OF OKINAWA） 

㋑ 地方海上警報の種類と発表基準 

地方海上警報の種類 発表基準 

ｶｲｼﾞｮｳｹｲﾎｳﾅｼ 

海上警報なし（英文 NO WARNING) 

警報をする現象が予想されない場合又は継続中

の警報を解除する場合 

ｶｲｼﾞｮｳﾉｳﾑｹｲﾎｳ 

海上濃霧警報（英文 WARNING） 
濃霧により視程が 500m 未満（0.3 ｶｲﾘ未満） 

ｶｲｼﾞｮｳｶｾﾞｹｲﾎｳ 

海上風警報 （英文 WARNING） 

最大風速が 13.9～17.2m/s 

（28 ﾉｯﾄ以上 34 ﾉｯﾄ未満） 

ｶｲｼﾞｮｳｷｮｳﾌｳｹｲﾎｳ 

海上強風警報（英文 GALE WARNING） 

最大風速が 17.2～24.5m/s 

（34 ﾉｯﾄ以上 48 ﾉｯﾄ未満） 

ｶｲｼﾞｮｳﾎﾞｳﾌｳｹｲﾎｳ 

海上暴風警報(英文 STORM WARNING） 

最大風速が 24.5～32.7m/s 

（48 ﾉｯﾄ以上 64 ﾉｯﾄ未満） 

ｶｲｼﾞｮｳﾀｲﾌｳｹｲﾎｳ 

海上台風警報(英文 TYPHOON WARNING) 

最大風速が 32.7m/s 以上 

(64 ﾉｯﾄ以上) 
 

 

⑵ 水防警報等 

① 水防活動用気象警報等 

水防活動に資するため、水防関係機関に対して行われる水防活動用の注意報・警報は⑴気象業

務法に定める警報等の①・②・③にある注意報・警報・特別警報が発表されたとき、これによっ

て代替されるものとする。 

水防活動用気象警報・注意報 代替警報・注意報 

水防活動用 気象注意報 大雨注意報 

〃   気象警報 大雨警報又は大雨特別警報 

〃   津波注意報 津波注意報 
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水防活動用気象警報・注意報 代替警報・注意報 

〃   津波警報 
津波警報又は津波特別警報 

（大津波警報の名称で発表） 

〃   高潮注意報 高潮注意報 

〃   高潮警報 高潮警報又は高潮特別警報 

〃   洪水注意報 洪水注意報 

〃   洪水警報 洪水警報 

② 水防警報 

水防警報とは、洪水又は高潮によって被害が発生するおそれがあるとき、水防を行う必要があ

る旨を警告して行う発表をいう。 

 

③ はん濫警戒情報 

市は、河川水位、はん濫警戒情報等を参考にしつつ、河川の状況や気象状況等も合わせて総合

的に判断し、避難勧告等を発令するものとする。また、地域防災計画に、水位周知河川の浸水想

定区域ごとに、市民、要配慮者関連施設の管理者等へのはん濫警戒情報の伝達体制を規定してお

く。 

 

⑶ 消防法に定める火災警報等 

市長は消防法の規定により、沖縄県知事から火災気象通報を受けたとき又は気象状況が火災の予防

上危険であると認めたときは、火災に関する警報を発表することができる。 

〈火災予防上の警報発表基準〉 

① 実効湿度が６０％以下であって、最小湿度が５０％以下となり、最大風速が１０ｍ以上

の見込みのとき。 

② 平均風速１５ｍ以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。（降雨中は発令しない

こともある） 

 

⑷ 市長が行う警報等 

市長は、災害に関する予報又は警報の通知を受けたとき、自ら災害に関する予報又は警報を知っ

たとき、若しくは自ら災害に関する警報をしたときは、地域防災計画の定めるところにより当該予

報、警報又は通知に係る事項を関係機関及び市民その他の関係ある公私の団体に伝達しなければな

らない。この場合において必要があると認めるときは、市長は、市民その他の関係のある公私の団

体に対し予想される災害の事態及びこれに対してとるべき措置等について必要な通知又は警告を

行うものとする。 

 

⑸ 土砂災害警戒情報 

土砂災害警戒情報に関しては、「沖縄県と気象庁が共同して行う土砂災害警戒情報に関する協定」

（平成１８年４月２８日）及び同協定に基づく「沖縄県土砂災害警戒情報に関する実施要領」によ

り運用し、その主な内容は次のとおりである。 

① 作成・発表機関 

土砂災害警戒情報は、気象業務法、災害対策基本法により、沖縄県と気象台が共同で作成・発

表する。 
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② 目的 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度が高まったときに、市長が防災活動や

市民等への避難勧告等の災害応急対策を適時適切に行えるよう支援すること、また、市民が自主

避難の判断等に役立てることを目的とする。 

 

③ 土砂災害警戒情報の発表及び解除の基準 

㋐ 発表基準 

警戒発表基準は、大雨特別警報又は大雨警報発表中において、気象庁が作成する降雨予測

に基づいて所定の監視基準に達したときとする。 

 

㋑ 解除基準 

警戒解除基準は、所定の監視基準について、その基準を下回り、かつ短時間で再び発表基

準を超過しないときとする。ただし、無降雨状態が長時間継続しているにも関わらず、基準

を下回らない場合は、土壌雨量指数の第２タンク貯留量の降下状況や土砂災害危険箇所の点

検結果等を鑑み、県と気象台が協議の上、警戒を解除できるものとする。 

 

④ 土砂災害警戒情報の利用上の留意点 

土砂災害警戒情報は、降雨から予測可能な土砂災害のうち、避難勧告等の災害応急対策が必要

な土石流や集中的に発生する急傾斜地崩落を対象としている。 

しかし、土砂災害は、それぞれの斜面における植生・地質・風化の程度、地下水の状況等に大

きく影響されるため、個別の災害発生箇所・時間・規模等を詳細に特定することはできない。 

また、技術的に予測が困難である斜面の深層崩壊、山体の崩壊、地すべり等は、土砂災害警戒

情報の発表対象とはしていない。 

 

⑤ 市の対応 

市長は、土砂災害警戒情報を参考にしつつ、個別の土砂災害危険箇所の状況や気象状況も合わ

せて総合的に判断し、避難準備情報や避難勧告等を発令するものとする。 

 

⑹ 記録的短時間大雨情報 

気象台は、県内で数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測(地上の雨量

計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)したときに、府県気象

情報の一種として発表する。 

 

⑺ 竜巻注意情報 

気象台は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼び

かける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象

状況になっているときに、各気象台が受け持つ予報区単位で発表する。この情報の有効期間は、発

表から１時間である。 
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２ 気象警報等の伝達  

 

⑴ 警報等の伝達 

① 気象（水防を含む）警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）二重枠内の機関（  ）は、気象業務法第１５条および同条第２項による伝達機関、細枠内の機関（  ）

は、その他連絡機関。二重線の矢印（  ）は特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義

務づけられている伝達経路。 

 

 

② 火災警報等の伝達系統図 

 

うるま市  

地域住民 沖縄気象台  沖縄県  

うるま市消防本部  

【火災気象通報】                                  【火災警報発表】 
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沖縄県警察本部 

沖縄県漁業無線局 
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沖縄電力㈱ 
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陸上自衛隊 

沖 縄 県 
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NTT 西日本/東日本 
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③ 土砂災害警戒情報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 異常気象発見時の措置  

気象、水象、地象において、異常な現象を発見した場合、災害の拡大を防止するため、通報場所、

状況、経過等の具体的な情報を通報しなくてはならない。 

 

⑴ 通報を要する異常現象 

異常現象とは、概ね次に掲げる現象をいう。 

 

事  項 現      象 
気象に関する
事    項 著しく異常な気象現象 強い突風、竜巻、激しい雷雨等 

地象に関する
事    項 

土砂
災害
関係 

土石流 山鳴りがする、川が濁り始める等 

がけ崩れ がけに亀裂が入る、小石がバラバラ落ちてくる等 

地すべり 地面にひび割れができる等 

水象に関する
事    項 異常潮位、異常波浪 著しく異常な潮位、波浪 

 

⑵ 異常現象発見時の通報要領 

① 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、災害の拡大を未然に防ぐため、その

発見場所、状況、経過等をできるだけ具体的に市及び各担当区域の警察官又は海上保安官に通報

する。 

② 通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨を市に通報する。 

③ 通報を受けた市は、以下の通報体系によりその旨を気象庁その他関係機関に通報するとともに、

できるだけその現象を確認し、事態の把握に努める。 

沖縄県知事公室 

防災危機管理課 

日本放送協会沖縄放送局 

各 報 道 機 関 

一 般 

住 民 

沖 縄 

気象台 

(予報課) 

う る ま 市 

うるま市消防本部 

第十一管区海上保安本部 

沖 縄 県 警 察 本 部 

沖縄総合事務局 総務課・河川課 

沖縄総合事務局北部ダム統合管理事務所 

陸 上 自 衛 隊 

沖 縄 電 力 ㈱ 

沖 縄 県 

土木建築部 

海岸防災課 

共同発表 
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  《通報系統図》 沖縄気象台予報課 

TEL098 ｰ 833 ｰ 4285 警 察 官  

異常現象の発見者  市 

海上保安官  その他関係機関 

 

 

 

第３節 災害通信計画                               
 

気象警報等の伝達、災害情報等の収集、応急対策の指示及び伝達等災害時における通信は、「第２編

地震・津波編 第２章 第３節 災害通信計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するも

のとする。 

 

 

 

第４節 災害状況等の収集・伝達計画                        
 

災害状況等の収集・報告は、「第２編 地震・津波編 第２章 第４節 災害状況等の収集・伝達計

画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

なお、市又は市消防は、災害発生時の第１次情報の報告を以下のとおり行う。 

 

⑴ 火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する一定規模以上の火災・災害等について、覚知後

30 分以内で可能な限り早く、わかる範囲で、国(総務省消防庁)へその一報を報告するものとし、以

後、即報様式に定める事項について、判明したもののうちから、適宜、報告するものとする。 

 

⑵ 市消防は、火災が同時多発あるいは多くの死傷者が発生し、消防への通報が殺到した場合は、そ

の状況を直ちに消防庁及び県に報告する。 

 

⑶ 行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため，住民登録や外国

人登録の有無にかかわらず、市の区域（海上を含む。）内で行方不明となった者について、警察等

関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努める。 

 

⑷ 行方不明者が他の市町村に住民登録や外国人登録を行っていることが判明した場合には、当該登

録地の市町村（外国人のうち、旅行者など外国人登録の対象外の者は外務省）又は県に連絡する。 
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第５節 災害広報計画                               
 

災害時における情報及び被害状況等の広報は、「第２編 地震・津波編 第２章 第５節 災害広報

計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

具体的には、段階に応じて以下のような広報を行う。 

 

⑴ 警戒段階（台風等が接近し、大雨や洪水が予測される時期） 

① 用語の解説、情報の取得先、市民等のとるべき措置 

② 台風・気象情報 

③ 水位情報（基準水位への到達、堤防高までの水位、排水ポンプの運転状況等） 

④ 警報 

⑤ 災害対策の状況（本部の設置、対策の現況と予定等） 

⑥ 被災状況（浸水、道路冠水、土砂災害箇所等） 

⑦ 道路・交通状況（渋滞、通行規制等） 

⑧ 公共交通機関の運行状況  

⑨ ライフラインの状況（利用規制・自粛呼びかけ、代替サービスの案内、二次災害防止措置等） 

⑩ 避難情報（準備情報） 

 

⑵ 初動段階（暴風、浸水、土砂災害等が予測される時期） 

① 避難情報（避難勧告・指示とその理由、避難所等） 

 

⑶ 応急段階（暴風、浸水、土砂災害等が収束した時期） 

① ライフラインの状況（利用規制・自粛呼びかけ、代替サービスの案内、復旧状況・見込み等） 

② 医療機関の状況 

③ 感染症対策活動の実施状況  

④ 食料、生活必需品の供給予定 

⑤ 災害相談窓口の設置状況  

⑥ その他市民や事業所のとるべき措置 
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第６節 自衛隊災害派遣要請計画                          
 

災害時における自衛隊の派遣要請は、「第２編 地震・津波編 第２章 第６節 自衛隊災害派遣要

請計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第７節 広域応援要請計画                             
 

大規模災害発生時において、市単独では十分な応急措置が実施できない場合の広域応援要請は、「第

２編 地震・津波編 第２章 第７節 広域応援要請計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて

行うものとする。 
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第８節 避難計画                                 
 

１ 避難の原則  

災害時における避難は、「第２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画」に定める対策を風

水害等の特性を踏まえて実施する。 

 

２ 風水害避難計画  

大雨・洪水等の警報・注意報の発表に伴う対応及び留意事項は、以下のとおりとする。 

なお、避難の勧告・指示、避難誘導、避難者の収容等の事項は、「１ 避難の原則」によるものと

する。 

 

⑴ 実施者 

風水害から避難するための避難準備情報の提供、立退きの勧告、指示及び住家を失った被災者の

ための避難所の開設並びに避難所への収容保護の実施者（以下「避難措置の実施者」という。）は、

「第２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画の２の⑴実施者」のとおりとする。 

 

⑵ 避難情報等の発表基準等 

市は、次の点に留意して、避難勧告・指示等の伝達にあたる。 

① 避難勧告等の判断は、気象情報や警報等をはじめ、水防法の浸水想定区域については基準水位

を、土砂災害警戒区域については土砂災害警戒情報を参考とする。また、地域の雨量・水位、上

流域の雨量、河口部の潮位、気象台や河川管理者、砂防関係者の助言、現場の巡視報告及び通報

等も参考にして、総合的かつ迅速に行う。 

市の避難情報の基準は、以下のとおりとする。 

㋐ 避難準備情報 

災害の種類 発  表  基  準  等 

災害共通 警戒体制に入り、周囲の状況から危険が予想されるとき。 

河川氾濫 

（水害） 

大雨警報（浸水害）又は洪水警報が発表され、洪水が発生するおそれ

があるとき。 

また、水位周知河川については、氾濫注意水位を超えている場合。 

土砂災害 

大雨警報（土砂災害）が発表され、土砂災害警戒区域（土砂災害危険

箇所等）で総降雨量で多量の雨が降っており、更に雨が継続すること

が予想されるとき。 

台  風 

超大型で猛烈な台風が接近し、短時間のうちに沖縄本島地方が暴風域

に入ることがほぼ確実の場合で、家屋等が老朽化するなどして危険が

予想される世帯に早めの避難を呼びかける。 

 

●避難準備情報発表時に住民に求める行動 

ⓐ 高齢者や障がい者などの要配慮者及び避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を

要する者は、計画された避難場所等へ避難行動を開始。（避難支援者は、支援行動を開

始。） 

ⓑ 上記以外の者は、家族等との連絡や非常持ち出し品の用意等、避難準備を開始。 
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㋑ 避難勧告 

災害の種類 発  表  基  準  等 

災害共通 災害の前兆があるとき。 

河川氾濫 

（水害） 

大雨警報（浸水害）又は洪水警報が発表され、現に氾濫が認められる

とき。 

また、水位周知河川については、避難判断水位を超えている場合。 

土砂災害 
土砂災害警戒情報が発表され、土砂災害警戒区域（土砂災害危険箇所

等）又はその付近で前兆現象があるとき。 

高潮災害 

高潮警報が発表され、予想される潮位が海岸堤防等の高さを超えると

き。 

また、陸域において浸水等が認められるとき。 

 

●避難勧告発表時に住民に求める行動 

通常の避難行動ができる者は、計画された避難場所等への避難行動を開始。 

ただし、状況によっては、避難所等まで移動するより、屋内に退避することの方が安

全な場合がある。そのようなことから、避難勧告を発表する場合は、状況に応じて「屋

内退避勧告」など、表現の工夫が必要であることに留意する。 

例： 台風の場合、自宅が強固な建物であれば、自宅に留まることの方が安全であるこ

とが多い。 

現に浸水の被害が始まっている場合は、建物の２階以上に避難した方が安全なと

きがある。 

 

㋒ 避難指示 

災害の種類 発  表  基  準  等 

災害共通 特別警報が発表され、切迫した災害の前兆があるとき。 

河川氾濫 

（水害） 

大雨特別警報又は洪水警報が発表され、現に浸水被害が認められると

き。 

また、水位周知河川については、氾濫危険水位を超えている場合。 

土砂災害 
土砂災害警戒情報や記録的短時間大雨情報が発表され、土砂災害によ

り重大な災害が予想される、又は現に災害が発生したとき。 

高潮災害 高潮警報が発表され、現に住宅等への浸水が認められるとき。 

 

●避難指示発表時に住民に求める行動 

 避難勧告等の発表後で避難中の者は、確実な避難行動を直ちに完了する。 

 まだ避難していない者は、直ちに避難行動に移るとともに、そのいとまがない場合は、

生命を守る最低限の行動を求める。 

避難勧告と同様に、状況によっては、避難所等まで移動するより、屋内に退避するこ

との方が安全な場合があることに留意する。 

例： 道路への浸水が始まっている場合や住宅１階部分が既に浸水している場合には、

無理をしないで２階部分へ避難するなど 
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② 警報、避難勧告等の伝達にあたっては、走行中の車両、船舶、海水浴客、釣り人、観光客、漁

業従事者等にも確実に伝達できるよう、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コミュニティＦＭ放送、

携帯電話及びワンセグ等のあらゆる手段の活用を図る。 

 

③ 避難情報の伝達にあたっては、危険の切迫性に応じて勧告等の伝達文の内容を工夫するなど、

市民等の積極的な避難を喚起するように努める。 

 

⑶ 避難場所 

避難場所は、「第２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画」で定める公共施設のなかか

ら、河川等の浸水想定区域や土砂災害警戒区域・危険箇所等を十分考慮した安全な場所とする。 

 

⑷ 避難誘導 

① 市民等の避難誘導 

市は、避難対象区域に対して、防災行政無線やエリアメール等を活用して避難情報を伝達する

とともに、必要に応じて、消防や市職員等を派遣し、自治会等と連携して避難誘導を実施する。 

また、自力で避難等が困難となる高齢者、障がい者、乳幼児及び妊産婦などの避難行動要支援

者については、避難行動要支援者名簿や自治会等からの情報を基に、地域と協力連携し、可能な

限り戸別訪問により安否の確認及び避難の支援を行うものとする。 

 

② 誘導従業者の安全確保 

誘導従事者の安全確保避難誘導にあたっては、消防職員・団員、警察官及び市職員など、避難   

誘導や防災対応にあたる者の安全を十分に考慮し、実施するものとする。 

 

⑸ 船舶等の避難 

中城海上保安部は、台風接近等に伴い、港内及び周辺海域の船舶に対し作業等の中止、港外への

避難を呼びかけるとともに、船舶の入港の制限、移動を命ずる等の勧告・指示を行う。 

 

⑹ 避難所の開設・収容保護 

浸水や土砂災害等で住家を失った被災者は、避難所に収容する。避難所開設以降の対策は、「第

２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画」に準ずる対応とする。 

 

３ 広域一時滞在  

災害時の広域一時滞在は、「第２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画」に定める対策を風

水害等の特性をふまえて実施する。 
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第９節 観光客等対策計画                             
 

災害時における観光客等の対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第９節 観光客等対策計画」

に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 10 節 避難行動要支援者対策計画                         
 

災害時における避難行動要支援者対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 10 節 避難行動要支

援者対策計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 
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第 11 節 水防計画                                 
 

水防法及び災害対策基本法の主旨に基づき、市の区域における河川等の洪水又は高潮等の水害から市

民の生命、身体及び財産の保護を図るものとする。 

 

１ 実施担当  

水防管理者である市長は、管轄する区域の河川、海岸等で水防を必要とするところを警戒、防御す

るものとし、円滑な水防活動が行われるよう必要な組織を整備しておくものとする。 

 

２ 水防組織  

市災害対策（警戒）本部において、主に建設対策部土木班が水防に関する活動等を担うものとする。 

ただし、災害の状況によっては、土木班だけでの対応は困難なことが予想されることから、建設対

策部長（建設部長）は、建設対策部全体で対応できるよう応援体制について、調整を図っておくもの

とする。 

また、市消防においても警戒巡視、救急・救助体制を整え、不測の事態に対応できるよう関係部署

と連携を図っておくものとする。 

 

３ 水防活動  

市が行う水防活動については、概ね次のとおりである。 

⑴ 水防に関係のある気象の予報・注意報・警報等の気象情報の収集・伝達 

⑵ 管轄する区域の河川、海岸等の巡視、警戒 

⑶ 所管水防施設等の被害調査 

⑷ 天願川の可動堰の調整に関すること 

⑸ 水防に関する応急対策に関すること 

⑹ 洪水や高潮等による被害の発生又は発生するおそれがある地域住民の避難に関すること（水防

法第２９条に基づく立ち退きの指示） 

⑺ 関係機関等との連絡調整に関すること 

⑻ 対策会議に関すること 

⑼ その他必要な水防活動 

 

４ 避難のための立ち退き  

洪水又は高潮等により著しい危険があると認められるときは、総務対策部全体統括班及び建設対策

部土木班は水防法等に基づき、避難の措置等を実施するものとする。この場合の避難要領は、「本編

第２章 第５節 災害広報計画」を併用し、「本編 第２章 第８節 避難計画」によるものとする。 

 

５ 水防対策巡視  

災害により、堤防や護岸等の水防施設が破損した場合、その管理者は関係機関と連携協力し、全力

をあげて応急復旧に努めるものとする。 
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６ その他  

 

⑴ 休日・夜間等の体制 

水防を担う土木課職員及び総務課防災係員は、常に気象の変化に注意し、水防に関係のある異常

な気象現象（大雨や異常潮位）により、水防活動を行わなければならない事態が予想されるときは、

進んで所属長と連絡をとり、登庁するものとする。 

 

⑵ 警戒・巡視 

水防対策を実施する班（建設対策部土木班、消防対策部消防班）は、大雨や異常潮位等により警

戒・巡視するときは、危険が解消するまで絶えず河川、海岸堤防等を巡視するものとする。 

ただし、台風の接近等による暴風にあって、絶えず巡視することが危険な場合は、その限りでは

ない。この場合、状況に応じて巡視を行うものとする。 

 

 

 

第 12 節 消防活動計画                               
 

災害時における消防活動は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 11節 消防活動計画」に定める対

策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 13 節 救出計画                                 
 

災害時における救出活動は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 12節 救出計画」に定める対策を

風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 14 節 医療救護計画                               
 

災害時における医療救護は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 13節 医療救護計画」に定める対

策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 
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第 15 節 交通輸送計画                               
 

災害時における交通の確保並びに罹災者、応急対策要員及び応急対策物資、資機材の緊急輸送は、「第

２編 地震・津波編 第２章 第 14 節 交通輸送計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実

施するほか、台風・大雨時は以下の対策を行うものとする。 

 

＜各道路管理者と県警察の連携＞ 

各道路管理者と県警察は、災害警戒段階から緊密に連携し、それぞれ所管する道路あるいは地域

における道路の巡視、点検を行い、被災状況等を把握するとともに、通行の禁止又は制限に関する

情報を収集する。 

特に、台風接近時における海中道路及び浜比嘉大橋の交通規制については、地域住民や観光客等

に及ぼす影響が大きいことから、市、県（中部土木事務所）、市消防及び県警察は、密接に連携し、

通行規制等の措置を講じるものとする。 

また、避難勧告等が発表された場合は、避難対象地区の道路の浸水、土砂災害及び倒木等の被害

状況を確認し、情報の共有を図るよう努める。 

 

 

 

第 16 節 治安警備計画                               
 

災害時における市民の生命、身体及び財産を保護し、社会秩序の維持を図るための治安警備活動は、

「第２編 地震・津波編 第２章 第 15 節 治安警備計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえ

て実施するものとする。 

 

 

 

第 17 節 災害救助法適用計画                            
 

災害救助法に基づく被災者の救助は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 16 節 災害救助法適用計

画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 18 節 給水計画                                  
 

災害のため飲料に適する水を得ることができない者に対する飲料水の供給は、「第２編 地震・津波

編 第２章 第 17節 給水計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 
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第 19 節 食料供給計画                               
 

災害時における被災者及び災害応急対策要員に対する食料の供給は、「第２編 地震・津波編 第２

章 第 18節 食料供給計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 20 節 生活必需品供給計画                            
 

被災者に対する被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、「第２編 地震・津波編 第２章 第

19 節 生活必需品供給計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 21 節 救援物資及び義援金の受入れ・配分計画                   
 

災害時における被災地の支援物資及び義援金の受入れ・配分は、「第２編 地震・津波編 第２章 第

20 節 救援物資及び義援金の受入れ・配分計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するも

のとする。 

 

 

第 22 節 感染症対策、し尿の処理及び動物の保護収容計画               
 

災害時における被災地の感染症対策、保健衛生、し尿処理及び動物の保護収容は、「第２編 地震・

津波編 第２章 第 21 節 感染症対策、し尿の処理及び動物の保護収容計画」に定める対策を風水害

等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 23 節 行方不明者の捜索、遺体収容及び埋火葬計画                 
 

災害により死亡したと推定される者の捜索、遺体の処理及び埋葬は、「第２編 地震・津波編 第２

章 第 22 節 行方不明者の捜索、遺体収容及び埋火葬計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえ

て実施するものとする。 
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第 24 節 障害物の除去・災害廃棄物処理計画                     
 

災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、材木等の障害物の除去及び災害廃棄物処理は、「第

２編 地震・津波編 第２章 第 23 節 障害物の除去・震災廃棄物処理計画」に定める対策を風水害

等の特性を踏まえて実施するものとする。 

なお、水害廃棄物については、国の「水害廃棄物対策指針（平成 17 年７月）」に基づいて、円滑に処

理するものとする。 

 

 

 

第 25 節 住宅応急対策計画                             
 

住宅の応急修理、応急仮設住宅の確保等は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 24節 住宅応急対

策計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 26 節 二次災害の防止計画                            
 

住宅等の応急危険度判定などの二次災害防止対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 25節 二

次災害の防止計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 27 節 学校活動と教育対策及び保育計画                      
 

災害時における学校活動等の応急教育対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 26 節 学校活動

と教育対策及び保育計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 28 節 危険物等災害応急対策計画                         
 

危険物等による災害については、「第２編 地震・津波編 第２章 第 27節 危険物等災害応急対策

計画」に定める対策を風水害や大規模事故等の特性を踏まえて、関係機関相互の密接な連携のもとに、

災害の種類、規模、態様に応じた迅速かつ的確な災害応急対策を実施するものとする。 
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第 29 節 海上災害応急対策計画                           
 

災害対策基本法に定める災害、陸上の危険物貯蔵施設若しくは船舶からの大量の石油類等の危険物の

海域への流出、その他の海上災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、関係機関が緊密

な連携を保ち、相互協力体制のもとに、人命及び財産の保護、海上安全の確保、海上における治安の維

持、流出油の防除、危険物の特性に応じた消火等の措置を講じて市民に及ぼす被害の拡大防止対策を図

る。 

 

１ 連絡調整本部の設置  

海上事故により、油等の危険物等が大量流出し、事故の規模や予想される被害の広域性等から応急

対策の調整等を強力に推進するために特に必要があると認められるときは、国に海上保安庁長官を本

部長とする警戒本部が設置される。 

また、警戒本部が設置された場合は、現地に連絡調整本部が設置される。 

連絡調整本部は、被害防止のためにとられた措置の概要、応急対策の状況把握及びこれらに関する

関係機関と警戒本部との連絡調整等を行う。なお、連絡調整本部及びその事務局は、管区海上保安本

部内に設置される。 

 

２ 実施機関  

⑴ 第十一管区海上保安本部（中城海上保安部） 

⑵ 沖縄総合事務局 

⑶ 沖縄気象台 

⑷ 陸上自衛隊第 15 旅団 

⑸ 海上自衛隊沖縄基地隊 

⑹ 沖縄県 

⑺ 沖縄県警察本部 

⑻ 関係市町村及び関係消防本部 

⑼ 日本赤十字社沖縄県支部 

⑽ 事故関係企業等 

⑾ 海上災害防止センター 

⑿ その他関係機関及び団体 
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３ 海上災害発生時の通報系統 

 

 

４ 第十一管区海上保安本部（中城海上保安部）の実施事項  

 

⑴ 非常体制の確立 

① 管内を非常配備とする。 

② 大規模海難等対策本部（現地対策本部：中城海上保安部）を設置する。 

③ 通信体制を強化し、必要ある場合は非常無線通信に協力し、通信の確保に努める。 

④ 巡視船艇・航空機等により、被害状況調査を実施する。 

⑤ 一般船舶の動静を把握し、必要ある場合は避難勧告・出入港の制限等の措置をとる。 

 

⑵ 警報等の伝達 

船舶等に対する警報等の伝達は、以下により行うものとする。 

① 気象、津波、高潮、波浪等に関する警報及び災害に関する情報の通知を受けたときは、航行警

報、安全通報、標識の掲揚並びに船艇及び航空機による巡回等により直ちに周知するとともに、

必要に応じ関係事業者に周知する。 

 

② 航路障害物の発生、航路標識の異常等船舶交通の安全に重大な影響を及ぼす事態の発生を知っ

たとき、若しくは船舶交通の制限又は禁止に関する措置を講じたときは、速やかに航行警報又は

安全通報を行うとともに、必要に応じ水路通報により周知する。 

 

③ 大量の油の流出、放射性物質の放出等により、船舶、水産資源、公衆衛生等に重大な影響を及

ぼすおそれのある事態の発生を知ったときは、航行警報、安全通報並びに船艇及び航空機におけ

る巡回等により速やかに周知する。 

 

⑶ 情報の収集等 

関係機関等と密接な連絡をとるとともに、巡視船艇等を活用し、積極的に情報収集活動を実施す

る。 

海上災害の発生（発見者及び原因者） 

県、警察 

その他関係機関 うるま市消防本部 第十一管区海上保安本部 

（中城海上保安部） 
設置 

うるま市災害対策本部 

（市長が必要と認めた場合） 

設置 

県災害対策本部 

（知事が必要と認めた場合） 

通  報 

海上災害防止センター 

連絡調整本部 

必要により災害対策要員

を派遣 

海上災害応急対策 

必要により災害対

策要員を派遣 

国 

（消防庁） 現地対策本部 

要員派遣 

防災責任者派遣 

連絡調整 
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⑷ 海難救助等 

海難救助等を行うにあたっては、災害の種類、規模等に応じて合理的な計画を立て、二次災害防

止等の措置を講ずるものとする。 

その際、救助・救急活動において使用する資機材については、原則として携行するものとするが、

必要に応じて民間の協力等を求めることにより、必要な資機材を確保し、効率的な救助・救急活動

を行うものとする。 

 

⑸ 緊急輸送 

「第２編 地震・津波編 第２章 第14節 交通輸送計画の３ 緊急輸送」に準じて、迅速かつ積極的に

実施するものとする。 

この場合、輸送能力を強化した災害対応型巡視船艇の活用について配慮するものとする。 

 

⑹ 物資の無償貸付又は譲与 

物資の無償貸付や譲与について要請があったとき、又はその必要性があると認めるときは、「海

上災害救助用物品の無償貸付及び譲与に関する省令」（昭和 30 年運輸省令第 10 号）に基づき、海

上災害救助用物品を被災者に対し無償貸付、又は譲与する。 

 

⑺ 関係機関等の災害応急対策の実施に関する支援 

関係機関及び地方公共団体の災害応急対策が円滑に実施されるよう、要請に基づき、海上におけ

る災害応急対策の実施に支障のない範囲において、陸上における救助・救急活動等について支援す

るものとするほか、医務室を設備しているヘリコプター搭載型巡視船等による支援活動を実施する

ものとする。 

 

⑻ 流出油等の防除 

船舶又は海洋施設その他の施設から海上に大量の油等が流出したときは、火災、爆発及びガス中

毒等二次災害の防止を図りながら、防除措置を講ずるものとする。 

なお、流出油等に係る防除作業は、流出した油等の種類及び性状、拡散状況、気象・海象の状況

その他種々の条件によってその手法が異なるので、防除活動に関しては、流出油の拡散及び性状の

変化の状況について的確な把握に努めて状況に応じた防除方針を速やかに決定するとともに、関係

機関と協力して、初動段階において有効な防除勢力の先制集中を図り、迅速かつ効率的に排出油等

の拡散防止、回収及び処理が実施できるよう留意するものとする。 

  

⑼ 海上交通安全の確保 

海上交通の安全や緊急輸送を確保するため、船舶交通の整理・制限・禁止及び船舶への情報提供

等の措置を講ずるものとする。 

 

⑽ 警戒区域の設定 

「第２編 地震・津波編 第２章 第８節 避難計画の２ 地震等の避難体制」に基づき、必要

に応じて警戒区域を設定する。 
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⑾ 治安の維持 

海上における治安を維持するため、情報の収集に努め、必要に応じて巡視船艇等により次に掲げ

る措置を講ずるものとする。 

① 災害発生地域の周辺海域に配備し、犯罪の予防・取締りを行う。 

② 警戒区域又は重要施設の周辺海域において警戒を行う。 

 

⑿ 危険物の保安措置 

危険物の保安措置についての措置を講ずる。 

① 危険物積載船舶については、必要に応じて移動を命じ、又は航行の制限若しくは禁止を行う。 

② 危険物荷役中の船舶については、荷役の中止等事故防止のために必要な指導を行う。 

③ 危険物施設については、危険物流出等の事故を防止するために必要な指導を行う。 

 

⒀ 非常措置 

沿岸海域において排出された大量の特定油等により海岸が著しく汚染され、海洋環境の保全に著

しい障害を及ぼし、人の健康を害し、財産に重大な損害を与えるおそれのある場合において、緊急

にこれらの障害を防止するため排出油の防除措置を講ずる必要があるときは、油が積載されていた

船舶の破壊、油の焼却、現場付近海域にある財産の処分等の応急非常措置をとるものとする。 

 

５ その他関係機関の実施事項 

 

機  関  名 役     割 

⑴ 沖縄総合事務局 
救援船舶の斡旋並びに海上輸送及び港湾荷役作業の円滑な実施

に関する指導及び連絡調整 

⑵ 陸上自衛隊 

要請又は状況により、自らの判断により部隊等を派遣して行う

以下の事項 

① 遭難者の救護 

② 沿岸住民の避難に必要な支援 

③ 消火及び石油類の流出拡散防止並びに回収処理等の応急活動

支援 

⑶ 海上自衛隊 

要請又は状況により、自らの判断により部隊等を派遣して行う

以下の事項 

① 被害状況の調査 

② 遭難者の救出・救護 

③ 死傷病者の救出・搬送 

④ 行方不明者の捜索 

⑤ 沿岸住民及び付近船舶の避難に必要な支援 

⑥ 人員・物資の輸送等 

⑦ 消火及び石油類の流出拡散防止並びに回収処理等の応急活動

支援 

⑷ 県 
① 沿岸市町村に対する情報の伝達及び応急対策上必要な指示 

② 応急物資の斡旋及び輸送手段の調整 
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機  関  名 役     割 

③ 自衛隊、地方公共団体に対し、応援要請その他の応急措置 

④ 第十一管区海上保安本部の行う応急対策への協力 

⑤ 防除資機材及び消火資機材の整備 

⑥ 規模に応じ、災害対策本部等の設置 

⑦ 危険物施設に対する措置に関して、市町村長からの要求に基

づく指導又は助言 

⑧ 災害救助法適用に関する措置 

⑨ 的確な情報の収集及び関係機関への連絡通報 

⑩ 災害の状況及び監視結果等について、適時公表及び事後の可

能な限りでの環境への影響の監視評価の実施 

⑸ 市及び市消防 

① 沿岸住民に対する災害情報の周知、広報 

② 沿岸住民に対する警戒区域の設定、火気使用の制限等危険防

止のための措置 

③ 沿岸漂着の可能性のある油及び沿岸漂着油等の防除措置の実

施 

④ 死傷病者の救出、援護（搬送、収容） 

⑤ 沿岸及び地先海面の警戒 

⑥ 沿岸住民に対する避難の指示及び勧告 

⑦ 消火作業及び延焼防止作業 

⑧ その他海上保安官署等の行う応急対策への協力 

⑨ 防除資機材及び消火資機材の整備 

⑩ 事故貯油施設の所有者等に対する海上への石油等流出防止措

置の指導 

⑪ 漂流油等防除に要した経費及び損失補償要求などの資料作成

並びに関係者への指導 

⑹ 県警察 

① 警備艇による油等の流出面パトロール、他船舶又は陸上から

の火気、可燃物の投棄等危険行為の警戒及び取締り 

② 危険防止又は民心安定のための広報活動 

③ 住民の避難誘導 

④ 避難地、避難場所、危険箇所等の警戒及び避難路等の確保 

⑤ 交通の秩序の維持及び通信の確保 

⑥ 人命救助の実施 

⑦ 災害情報の収集及び関係機関への伝達 

⑧ 海上災害に係る警備実施用資機材の整備の実施 

⑨ 関係防災機関の活動に関する支援 

⑺ 事故関係機関 

① 海上保安官署への事故発生の通報 

② 遭難船舶乗組員の救助 

③ 現場付近の者又は船舶に対し注意喚起を実施 

④ 必要に応じ、付近住民に避難するよう警告 

⑤ 消火活動等消防機関への協力 
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機  関  名 役     割 

⑥ 防除資機材及び消火資機材の整備並びに調達 

⑦ 災害対策連絡調整本部への責任者派遣 

⑻ 海上災害防止センター 

① 船舶所有者等の利用に供するための油防除資機材の保有及び

海上防災のための調査研究等災害予防の実施 

② 海上災害が発生した際、海上保安庁長官の指示又は船舶所有

者等の委託を受けて、油防除等の実施 

③ 県及び市町村等の災害復旧にあたっての助言 

⑼ その他関係機関、団体 

自ら防災対策を講ずるとともに、他の機関から協力を求められ

た場合及び状況により必要と認めた場合は、海上保安官署、その

他関係機関の応急対策に協力するものとする。 

 

６ 災害復旧・復興対策  

被災地の復旧・復興にあたっては、災害により地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、可能な

限り迅速かつ円滑に被災者の生活再建を支援できるように関係機関・団体等と連携を図りつつ、被災

の復旧・復興対策を講ずる。 

⑴ 海洋環境の汚染防止 

地震災害等により発生したがれき等の処理にあたっては、海洋環境への汚染の未然防止又は拡大

防止のため適切な措置を講ずるものとする。 

 

⑵ 海上交通安全の確保 

災害復旧・復興に係る工事に関しては、工事作業船等の海上交通の安全を確保するため、次に掲

げる措置を講じるものとする。 

① 船舶交通のふくそうが予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理指導を行う。 

② 広範囲にかつ同時に多数の工事関係者により工事が施工される場合は、工事関係者に対して、

工事施行区域・工事期間の調整等、事故防止に必要な指導を行う。 
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第 30 節 在港船舶対策計画                              
 

災害時の在港船舶の安全確保は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 28節 在港船舶対策計画」に

定める対策を基本に、高潮や海上警報等の状況を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 31 節 労務供給計画                               
 

災害時における労務者及び職員等の確保は、「第２編 地震・津波編 第２章 第 29節 労務供給計

画と応急公用負担」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 32 節 民間団体の活用計画                            
 

災害時における民間団体（青年団体、女性団体）への協力要請等は、「第２編 地震・津波編 第２

章 第30節 民間団体への協力要請」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 33 節 ボランティア受入計画                            
 

災害ボランティアの募集、受入れ等は、「第２編 地震・津波編 第２章 第31節 ボランティア受

入計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 34 節 公共土木施設応急対策計画                         
 

災害時における道路及び港湾・漁港施設の応急対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第32節 公

共土木施設応急対策計画」に定める対策を風水害等の特性をふまえて実施するものとする。 

 

 

 

第 35 節 ライフライン等施設応急対策計画                      
 

災害時の電力、ガス、上下水道、通信等の施設の応急対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第

33節 ライフライン等施設応急対策計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとす

る。 
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第 36 節 交通機関応急対策計画                           
 

災害時の交通機関の応急対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第34節 交通機関応急対策計画」

に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 37 節 農林水産物応急対策計画                          
 

災害時における農産物、林産物、水産物及び家畜の応急対策は、「第２編 地震・津波編 第２章 第

35節 農林水産物応急対策計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第 38 節 島しょ地域の支援体制                            
 

災害時における島しょ地域への支援体制については、「第２編 地震・津波編 第２章 第36節 島

しょ地域の支援体制」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 
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第 39 節 道路事故災害応急対策計画                         
 

１ 発生直後の情報の収集・連絡及び通信の確保  

 

⑴ 多重衝突や道路構造物の被災等により大規模な事故が発生した場合、 道路管理者は速やかに関

係機関に事故の発生を連絡するとともに、引き続き応急対策の活動状況､対策本部設置状況等を連

絡する。 

 

⑵ 市は人的被害の状況を収集し、県へ連絡するとともに、 引き続き応急対策の活動状況、対策本

部設置状況、応援の必要性を連絡する。 

 

 ２ 応急活動及び活動体制の確立  

 

⑴ 道路管理者は、発災後速やかに災害拡大防止のため必要な措置を講ずるものとする。 

 

⑵ 市は､応急活動等を横断的に行う必要がある場合には、「本編 風水害等編 第２章 第１節 組

織計画」の定めるところにより、速やかに必要な体制を取る。 

 

３ 救助・応急､医療及び消火活動  

 

⑴ 市は、救助・救急活動を行うほか､被害状況の早急な把握に努め､ 必要に応じ、関係機関に応援

を要請する｡ 

 

⑵ 救助・救急活動に必要な資機材は、原則として当該活動を実施する機関が携行するものとするが、

市は県と協力し、必要に応じ民間からの協力等により必要な資材を確保して、効率的な活動を行う。 

 

４ 道路､橋梁等の応急措置  

 

⑴ 道路管理者は、道路・橋梁・トンネル等に被害が生じた場合は、緊急輸送の確保に必要な道路等

から優先的に、その被害状況に応じて、排土作業、盛土作業、仮舗装作業、障害物の除去作業及び

仮橋の設置等の応急工事により、一応の交通の確保を図る。 

 

⑵ 道路管理者及び上下水道・電気・ガス・電話等道路占有施設設置者は、所管以外の施設に被害が

発生していることを発見した場合、当該施設を所有する者に直ちに応急措置を講ずるよう通報する。 

 

⑶ 道路管理者は、類似の災害の再発防止のために被災箇所以外の道路施設についても点検を行う。 

 

 ５ その他  

 

⑴ 災害復旧への備え 

道路管理者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な所管施設の構造図等の資料を整備
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しておくとともに、資料の被災を回避するため複製を別途保存するよう努める。 

 

⑵ 再発防止対策 

道路管理者は原因究明のための調査を行い、その結果を踏まえ再発防止対策を実施する。 

 

 

 

第 40 節 林野火災対策計画                             
 

林野火災が発生した場合、広範囲の林野の焼失防止及び地域住民等の安全を確保するため、県及び県

警察と連携して、消火活動等の応急対策を行う。 

 

１ 市の活動  

⑴ 林野火災が発生した場合は、火災の発生状況、人的被害の状況、林野の被害状況等を収集し、県

及び関係機関に通報する。 

 

⑵ 直ちに現場に出動し、消火用資機材を活用して消防活動を行う。 

 

⑶ 火災現場の偵察又は空中消火活動の必要があると認められるときは、県を通じて、速やかに空中

消火用ヘリコプターの出動を要請するとともに、水利等の確保を行う。 

 

⑷ 火災の規模が大きく市の消防力で対応できないときは、「沖縄県消防広域応援協定」に基づき、

近隣市町村等に応援を要請する。 

 

⑸ 火災の規模、被害状況等から自衛隊の派遣要請が必要と判断した場合は、県に対して、速やかに

災害派遣要請を行うとともに、自衛隊の集結地、自衛隊ヘリコプターの臨時場外離発着場の確保及

び化学消火薬剤等資機材の準備を行う。 

 

⑹ 負傷者が発生した場合は、地元医療機関等で医療救護班を組織し、応急措置を施した後、適切な

医療機関に搬送するとともに、被害状況の把握に努める。 

 

⑺ 必要に応じて、警察、自主防災組織等の協力を得て、火災現場及びその周辺の市民等の避難誘導

を行う。 

 

２ 県の活動  

⑴ 林野火災が発生した場合は、市町村等からの情報提供に加え、速やかにヘリコプターによる偵察

を関係機関等に要請する。 

 

⑵ 地元市町村からの要請に応じて、空中消火等を行うヘリコプターを自衛隊に要請する。 
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⑶ 林野火災の規模、被害状況等から県内の消防力では対応が困難な場合は、消防庁に対し、緊急消

防援助隊の派遣、大規模特殊災害時における広域航空消防応援等を要請する。 

 

⑷ 島しょ部又は海岸等で火災が発生した場合は、必要に応じて第十一管区海上保安本部へ消火及び

救助・救急活動の応援を要請する。 

 

３ 県警察の活動  

⑴ 林野火災が発生した場合は、必要に応じて県警ヘリコプター等を活用し、火災状況や被害状況等

の情報を収集し、関係機関等に連絡する。 

 

⑵ 必要に応じて、立ち入り禁止区域を設けるとともに、地域住民等の避難誘導などを行う。 

 

⑶ 死傷者が発生した場合は、関係機関と連携し、救出救助活動を行うとともに、死体の収容、捜索、

処理活動等を行う。 

 

⑷ 必要に応じて、火災現場及びその周辺の交通規制を行う。 

 

《 林野火災通報連絡系統図 》 
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第３章 災害復旧・復興計画 

 

第１節 公共施設災害復旧計画                           
 

公共施設の災害復旧対策は、「第２編 地震・津波編 第３章 第１節 公共施設災害復旧計画」に

定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第２節 被害認定調査と罹災証明                          
 

被害認定調査と罹災証明については、「第２編 地震・津波編 第３章 第２節 被害認定調査と罹

災証明」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 

 

 

第３節 被災者生活への支援計画                          
 

被災者の災害相談、住宅復旧、融資、見舞金等の支給、税の減免、職業斡旋等は、「第２編 地震・

津波編 第３章 第３節 被災者生活への支援計画」に定める対策を風水害等の特性を踏まえて実施す

るものとする。 

 

 

 

第４節 農林水産及び中小企業者等への支援計画                   
 

災害時の被災農林漁業者、被災中小企業者に対する融資対策は、「第２編 地震・津波編 第３章 第

４節 農林水産及び中小企業者等への支援計画」に定める対策のほか、風水害等の被害特性を踏まえて

実施するものとする。 

特に、台風被害では、さとうきび、葉タバコ等の農作物被害が顕著になりやすいことをふまえて復旧

を促進するものとする。 

 

 

 

第５節 復興の基本方針                               
 

復興計画やまちづくりは、「第２編 地震・津波編 第３章 第５節 復興の基本方針」に定める対

策を風水害等の特性を踏まえて実施するものとする。 

 


